
　政府税制調査会は９月１６日に会合を開き、東日本
大震災からの復興や、Ｂ型肝炎の被害者救済を目的
にした臨時増税案をまとめた。また、政府は９月２０
日、２０１２年度予算の概算要求組み替え基準を閣議決
定した。「日本再生重点化措置」として約７０００億円の
特別枠を設けた。特別枠には「安心・安全社会の実

現」安心・安全社会の実現のほか「新たなフロンテ
ィアと新成長戦略」「教育・雇用などの人材育成」
「地域活性化」の４分野が当てはまる。
　厚生労働省では、９月１６日の社会保障審議会・医
療保険部会において、１２年度診療報酬改定の基本方
針策定に向けて具体的な検討を開始。９月２２日には
社会保障審議会・医療部会でも、次期診療報酬改定
の基本方針に関する検討が始まった。
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今月の主な動き

場　　所開始時間行　　　事
伏見医師会館午後２時伏見医師会との懇談会１２月１２日月
京都アスニー午後２時公的責任による地域包括ケアを求めるシンポジウム（仮）１２月１７日土
乙訓医師会会議室午後２時乙訓医師会との懇談会１２月１９日月

今
後
の
予
定

※太字は一般参加の行事、詳細は後掲４２～４５ページ
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場　　所開始時間行　　　事
午後２時各部会１日火

ルームＡ午後２時保険審査通信検討委員会４日金
ルームＡ・Ｂ・Ｃ午後２時第１０回文化講座「戦国に生きた女性『お江』を巡って」６日日
ルームＡ午後２時定例理事会８日火
ルームＣ午後２時医院・住宅新（改）築相談室９日水
ルームＡ・Ｂ・Ｃ午後２時新規開業予定者のための講習会

１２日土 京都ブライトンホテル午後２時外科診療内容向上会
登録会館・大ホール午後３時環境対策学習会「原発を知る・被曝を知る」
ルームＣ午後１時ファイナンシャル相談室

１７日木
応接室午後２時法律相談室
ルームＡ午後２時保険講習会Ｂ
ルームＢ午後２時雇用管理相談室
ルームＢ午後２時手話サークル１８日金
ルームＡ午後２時定例理事会２２日火
ルームＡ・Ｂ・Ｃ午後２時金融共済委員会

２４日木
アミス午後２時経営相談室
ルームＡ午後０時医事担当者連絡会議

２６日土 登録会館・大ホール午後２時医事担当者向け講習会
みやづ歴史の館午後３時中級コース・接遇マナー研修会
中京西部医師会事務所午後２時３０分中京西部医師会との懇談会２８日月

　
月
の
保
険
医
協
会
の
行
事
予
定
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※「ルームＡ、Ｂ、Ｃ」、「応接室」及び「アミス」は京都府保険医協会事務所内の会議室の名称です。



改定の基本方針策定へ議論本格化／社保審・
医療保険部会
　厚生労働省の社会保障審議会・医療保険部会（部
会長＝遠藤久夫・学習院大経済学部教授）は９月１６
日、２０１２年度診療報酬改定の基本方針策定に向けて
具体的な検討を始めた。１０年度診療報酬改定の基本
方針に盛り込んだ４つの視点を踏襲しつつ、社会保
障・税一体改革成案や、東日本大震災の影響を踏ま
えて内容を詰めていく。医療部会と並行して基本方
針策定に向けた検討を進め、１１月の取りまとめを目
指す。
　１０年度診療報酬改定では、充実が必要な分野に対
する適切な評価や、効率化の余地がある領域の適正
化など大きく４つの「視点」を基本方針に盛り込ん
だ。厚労省は、１２年度改定でもこれらの４つの「視
点」を引き継ぐことを提案。さらに、６年に１度の
診療報酬・介護報酬同時改定であることを踏まえ、
医療・介護の機能分化と地域での連携体制構築に向
けた評価の在り方や、社会保障・税一体改革成案で
示された病院・病床機能分化や在宅医療の充実など
も考慮する必要性を指摘した。東日本大震災の影響
を踏まえ、災害に強い医療提供体制を構築するため
の評価の在り方や、被災医療機関への診療報酬上の
対応についても基本方針に位置付けるべきかどうか
議論を求めた。
　厚労省が提示した項目の例は▽高度急性期、急性
期などの病院機能に合わせた入院医療の評価▽慢性
期入院医療の適正な評価▽急性期の精神疾患に対す
る医療の適切な評価▽今後の災害対策の充実を促進
するための評価の在り方―など。
　東日本大震災の被災地支援策をめぐっては、被災
地特例加算の創設が中医協で俎上に載っている。た
だ、岩本康志委員（東京大大学院経済学研究科教授）
は「補助金でしっかり対応すれば、診療報酬改定を
絡ませることは逆に複雑になるだけ」と指摘。一方、

逢見直人委員（連合副事務局長）は「施設などイン
フラに関わる基盤整備や医療人材の確保は基本的に
公費で対応するべき。医療機関の経常的な経費は診
療報酬で賄うべき」と述べた。
　効率化の視点をめぐっては、白川修二委員（健保
連専務理事）が「後発医薬品の使用促進くらいしか
挙がらないことが非常に残念」と指摘した上で、番
号制度の議論が進んでいることに言及し「番号を使
ったネットワーク化もぜひ考え方の中に入れておい
てほしい」と述べた。
　鈴木邦彦委員（日本医師会常任理事）は、地域包
括ケアシステムの構築に向けて亜急性期、慢性期、
在宅医療などを拡充する必要性を強調した。
　同部会では基本方針の策定に向けて今後２回程
度、議論を重ね、重点課題や内容を詰めていく予定。
（９/２０MEDIFAXより）

医療部会でも改定基本方針の議論本格スタート
　厚生労働省の社会保障審議会・医療部会（部会長
＝齋藤英彦・国立病院機構名古屋医療センター名誉
院長）で９月２２日、次期診療報酬改定の基本方針に
関する検討が始まった。出席した委員から２０１０年度
改定で示した４つの視点を引き続き重視するよう求
める意見が上がったほか、基本方針の優先順位の付
け方で注文が出た。
　１０年度改定で定めた視点は「充実が求められる領
域を適切に評価していく」「患者から見て分かりやす
く納得でき、安心・安全で生活の質にも配慮した医
療を実現する」「医療と介護の機能分化と連携の推進
等を通じて、質が高く効率的な医療を実現する」「効率
化余地があると思われる領域を適正化する」の４点。
　出席した委員から「１度や２度の改定では、指摘
した内容の全てが盛り込まれることは難しい。重点
課題を含めて基本的には踏襲すべき」（小島茂委員＝
連合政策局長）、「『視点』は到達目標そのもの。この
４本の支柱は踏襲すべき」（高智英太郎委員＝健保連
理事）などの意見が出た。
　また、中川俊男委員（日本医師会副会長）は基本
方針で優先順位を付ける際の前提として、改定財源
の規模や東日本大震災などの要素をどこまで想定に
入れるのかについて質問。厚労省保険局医療課の鈴
木康裕課長は「改定の基本方針はある意味で優先順
位を付けること。優先順位を付けた上で、改定率や
さまざまな効率化を図った中で優先順位の可能な範
囲をカバーすることになる」との見解を示した上で、
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「優先順位の付け方自体が財源の在り方に左右され
るというより、具体的に優先順位を決めて、可能な
限りどこまで見ることができるかということ」と回
答した。
　これに対し、中川委員は「優先順位を決めるのは
賛成。しかし、中医協で合意したものを積み上げて、
結果的に重要なことが後回しにされて『お金がない
から仕方がない』という手法は今度こそやめてもら
いたい」とくぎを刺した。（９/２６MEDIFAXより）

安心・安全社会実現など特別枠７０００億円／１２
年度予算・概算要求基準
　政府は９月２０日、２０１２年度予算の概算要求組み替
え基準を閣議決定した。「日本再生重点化措置」とし
て約７０００億円の特別枠を設けた。特別枠には「安心・
安全社会の実現」など４分野が当てはまる。社会保
障費の自然増１兆１６００億円は全額を認めるが、厚生
労働省には、１０年度税制改正での年少扶養控除の見
直しによる地方増収分０.５兆円を控除して要求する
よう求めた。０.５兆円の取り扱いは予算編成過程で検
討する。厚労省の社会保障関係費の概算要求額は、
前年度経費に自然増分から０.５兆円を引いた金額に
なる。
　同基準は、財務省が８月に各省に通知した概算要
求に関する作業手順書を踏まえて策定した。歳出の
大枠は、国債費などを除き１１年度と同じ７１兆円。各
省庁が裁量的経費などを１１年度当初予算比で一律
１０％削減し、自然増分の財源を確保することに変更
はない。特別枠は削減額の１.５倍まで要求可能で、厚
労省は約１０５０億円要求できる。特別枠の全省庁要求
額は計２兆円弱になり、それを７０００億円程度に絞り
込むことになる。

　特別枠の対象となる重点分野は、安心・安全社会
の実現のほか「新たなフロンティアと新成長戦略」
「教育・雇用などの人材育成」「地域活性化」―の４
分野となった。
●予算編成の政府・与党会議を設置
　東日本大震災からの復旧・復興対策については、
１１年度第３次補正予算と１２年度予算を一体的・連続
的に編成すると記載した。復旧・復興対策と、Ｂ型
肝炎関連経費は必要な金額を要求し、歳出の大枠に
別途加算する。
　閣議では、特別枠による予算配分の重点化や、予
算編成過程での重点課題を検討するため「予算編成
に関する政府・与党会議」を設置することも決めた。
政府側のメンバーは、首相や官房長官、財務大臣な
どを想定。会議の下には、副大臣級で構成する実務
者会合も設置する。会合は、概算要求を９月末に締
め切った後にスタートする。
　安住淳財務相は閣議後会見で、厚労省が要求から
控除する年少扶養控除見直しの０.５兆円分の取り扱
いについて「削減する意向か」という質問に対し、
「これから厚労省と話をさせていただくが、今の考え
ではそう（削減する）。総理の意向も踏まえて対応し
たい」と述べた。その財源を、特別枠に回す考えだ。
　小宮山洋子厚生労働相は閣議後の会見で、社会保
障費の自然増分が全額確保されたことについて「前
の（自公）政権とは違う大きな特徴。少なくとも今
の社会保障のレベルを維持するということで、厚生
労働行政を進める上で大きな力になると思ってい
る」と述べた。今後の要求については「厚労行政を
とりまく諸課題にしっかりと対応して、ニーズに即
応したメリハリある要求を行いたい」と語った。
（９/２１MEDIFAXより）
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【９月】◆「死の町」発言などで鉢呂経産相、辞任（１０日）◆経産相後任に枝野氏（１２日）◆禁煙学会、たばこ「１０００円」要望（１３日）◆遺
伝子操作で「緑色に光る猫」、エイズ治療に道（１４日）◆B型肝炎訴訟、初の和解成立（１６日）◆パレスチナ、国連加盟を申請へ（１７日）◆
大江健三郎さんら脱原発訴え、都心で６万人参加デモ（１９日）◆「光より速い素粒子発見」（２３日）◆小沢氏元秘書３人に有罪判決／陸
山会事件（２６日）◆上海で地下鉄追突事故（２７日）◆原発事故調査委員会の国会設置法が成立（３０日）◆福島５市町村の避難準備区域を
解除（３０日）
【１０月】◆暴力団排除条例、全国で出そろう（１日）◆１２年度予算概算要求、９９兆円規模／過去最大（１日）◆生食用牛肉の新基準設置、
採算合わずユッケ消滅の危機（２日）◆台風１２号で近畿など被害（３日）◆故人にノーベル医学生理学賞／米ロックフェラー大教授（４
日）◆米アップル前最高経営責任者、スティーブ・ジョブズ会長が死去（５日）◆ニューヨークでデモ、経済格差めぐる抗議活動（５日）
◆ノーベル平和賞、リベリア大統領ら女性３人／非暴力、地位向上に貢献（７日）◆イタリアとスペイン、信用格付け格下げ／ユーロ圏
危機悪化（８日）◆ＴＰＰ、１８０国会議員が反対署名、大半は民主（９日）◆福島原発事故、除染２０１４年３月末までに完了方針／環境省
（１０日）

（２０１１年９月９日～１０月１１日） 



増税額１１兆２０００億円、増税案まとまる／政府
税調
　政府税制調査会（会長＝安住淳財務相）は９月１６
日に会合を開き、東日本大震災からの復興や、Ｂ型
肝炎の被害者救済を目的にした臨時増税案をまとめ
た。主に所得税と法人税に負担を求める内容で、国
税３案、地方税２案。必要な増税額は１１兆２０００億円
と試算した。歳出削減と税外収入で５兆円を調達す
ることを前提としている。
　政府の東日本大震災復興対策本部が試算した復
旧・復興対策費は、集中復興期間の当初５年間で１９
兆円。そのうち、２０１１年度１－２次補正予算で６兆
円をすでに計上している。残り１３兆円のうち５兆円
を歳出削減と税外収入で賄い、残りの８兆円が震災
関連の増税額になる。そこに年金臨時財源の２.５兆円
と、Ｂ型肝炎救済の０.７兆円を加えて、１１.２兆円を増
税で負担することになる。
　政府税調がまとめた増税案は、国税で①所得税と
法人税で負担②所得税と法人税を中心に、たばこ税
など個別間接税を組み合わせる③消費税の段階的引
き上げ分を復興に充てる―の３案。法人税は、１１年
度税制改正による法人税率の引き下げを実施した上
で、３年間の時限措置として１０％の付加税を課す。
現行よりも税率は下がることになる。消費税は、社
会保障と税の一体改革案で段階的に引き上げる方針
を示していることを踏まえ、１３年１０月から３％の引
き上げを１年半実施するとした。
　地方税は①個人住民税で負担②個人住民税と地方
たばこ税で負担―の２案。（９/２０MEDIFAXより）

プラス改定に意欲「少しでも上積みを」／小
宮山厚労相
　小宮山洋子厚生労働相は９月１２日、専門紙記者ク
ラブの共同会見で、２０１２年度の同時改定について「少
しでも上積みしたい」と述べ、プラス改定に意欲を
示した。同時改定延期論が出ている中で改定を実施
するつもりがあるかと記者団に問われ、小宮山厚労
相は「６年に１度の同時改定。社会保障改革全体に
とっても大きなテーマの一つであり、やらなければ
いけないと思っている」と明言した。
　改定率については「予算編成作業で決定されるた
め、今の時点で改定の方向性について申し上げるこ
とは難しい」と慎重に言葉を選んだが、野田佳彦首
相が就任直前に「基本的にマイナス改定はない」と
発言したことを記者団に指摘されると、「なるべく今

までの方針に沿ってやりたいと考えており、（マイナ
ス改定はないという野田発言についても）そういう
ことだ」と述べ、プラス改定に前向きな姿勢を示し
た。その上で「今の苦しい財政状況の中で大きくプ
ラスということはあり得ないが、少しでも上積みし
たいという気持ちだ」と現在の心情を明かした。
　同時改定のポイントについては「医療・介護施設
の機能分化の推進、地域での連携体制の構築、地域
包括ケアの実現に向けた在宅医療や介護の充実など
に取り組む必要がある」と述べた。
　介護職員の待遇改善策については「介護職員処遇
改善交付金の実施で、従来より平均給与額が増加し、
介護分野の有効求人倍率も低下した。ただ、今の給
与引き上げの半分ほどは一時金の支給によるもの
で、継続性が弱く、依然として離職者が多い。これ
を踏まえて予算編成過程で検討したい」と述べた。
今後の待遇改善策について、交付金を制度上に位置
付けて対応するか、あるいは介護報酬で評価するか、
どちらを選ぶかについては「まだ結論が出ていない」
とした。
　１２年度厚生労働省予算概算要求の内容については
▽医療・介護報酬同時改定や制度の見直し▽子育て
支援予算の在り方の見直し▽基礎年金の国庫負担割
合２分の１の財源確保▽若年者の就労促進・人材育
成など雇用対策の推進―などが柱になると説明。さ
らに「政府予算の半分を厚労省が預かっており、国
民生活に直接関わることが多い。厚労省内でも無駄
な部分に切り込んだ上で、国民の安心のために必要
な予算だということを財務省と折衝していきたい」
と語った。（９/１３MEDIFAXより）

新型インフルで新たな行動計画を決定／政府
閣僚会議
　政府は９月２０日、新型インフルエンザ対策閣僚会
議を開き、新たな「新型インフルエンザ対策行動計
画」を決定した。野田佳彦首相は会議で「危機管理
上、非常に大きな課題だと受け止めている」との認
識を示した上で、新型インフルエンザが発生した
２００９年４月以降の教訓や反省を踏まえ、発生に備え
て万全の態勢をつくりながら対応できるよう行動計
画をまとめる考えを示した。
　主な改定ポイントは、病原性が高い新型インフル
エンザの発生・流行に備えた医療・社会機能維持の
対策強化と、病原性・感染力に応じた対策の決定。
　海外発生時では▽検疫強化（ＷＨＯのフェーズ４
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宣言前の水際対策開始・検疫集約空港に羽田空港を
追加）▽国内発生に備えた医療体制準備の都道府県
への要請▽原液保存中のプレパンデミックワクチン
の製剤化、医療従事者・社会機能維持者への接種開
始―を追加した。医療体制では、現行の「発熱外来」
の名称を「帰国者・接触者外来」に変更し、国内発
生早期としていた設置時期を海外発生時に前倒しす
るとともに、外来以外の受診に備えて院内感染対策
を講じた上で診療体制を整備するとした。
　国内発生早期では▽患者・入院患者の全数把握の
強化▽学校などでの集団発生の把握の強化―を図
る。また、都道府県ごとの発生状況は▽地域未発生
期▽地域発生早期▽地域感染期―の３段階に分けて
対応する。
　国内感染期・小康期では、一般の入院医療機関で
の診療・治療への切り替えが必要となるため、病床
不足への対応として公共施設の利用についても検討
する。都道府県の要請で対応した医療従事者への被
災補償や、在宅療養患者については医師の電話診療
による診断に基づいてファクシミリなどで抗インフ
ルエンザ治療薬の処方箋を発行することなども検討
する。
　パンデミックワクチンについては、必要に応じて
輸入ワクチンも確保することや、病原性が高い場合
には政府対策本部で接種順位を決定することなどを
盛り込んだ。（９/２１MEDIFAXより）

ワクチン交付金の継続を約束／小宮山厚労相
　小宮山洋子厚生労働相は９月２９日の参院予算委員
会で、２０１１年度末で公費助成の期限が切れる「子宮
頸がん等ワクチン接種緊急促進臨時特例交付金」に
ついて、「基金という形になるか、予防接種部会が提
言しているように定期接種にするのか方法は（いろ
いろ）あるが、続けられるようにすることは約束し
たいと思う」と述べた。安住淳財務相も「重要性を
認識して厚労省と話をしていく」と前向きな回答を
した。
　小宮山厚労相はまた、自民、公明党などが議員立
法として国会に提出している、子宮頸がん予防に向
けワクチン接種と検診に公費助成をするなどの内容
を盛り込んだ、「子宮頸がん予防推進法案」について、
「審議されるようにと思っている」と述べた。野田佳
彦首相も同法案について、「ワクチン接種と検診を併
せて行うことが必要だという認識を強めた。この議
論を進めることは大事だと思うので、議論できるよ

うにと私からも指示をさせていただきたい」と答え
た。
　小宮山厚労相は「介護職員処遇改善等臨時特例基
金」についても、「基金なのか、介護報酬の中でやる
のか（は分からないが）、しっかりと確保したい」と
述べた。
　いずれも、松あきら氏（公明）の質問に対する答
弁。（９/３０MEDIFAXより）

高齢者医療改革関連法案、通常国会に提出／
小宮山厚労相
　小宮山洋子厚生労働相は９月３０日、後期高齢者医
療制度を見直して新制度に移行するための高齢者医
療改革関連法案について、２０１２年の通常国会に提出
する考えを示した。会見で明らかにした。
　小宮山厚労相は「社会保障と税の一体改革の中で、
１２年の国会への提出を目指すとずっと申し上げてい
る」と述べた。（１０/３MEDIFAXより）

規制改革、対象絞り込みは１１月上旬めど／分
科会第３弾スタート
　政府・行政刷新会議は１０月３日、民主党政権下で
第３弾となる「規制・制度改革に関する分科会」（分
科会長＝岡素之・住友商事会長）の初会合を開いた。
蓮舫行政刷新担当相は会合の冒頭、東日本大震災で
国内の状況が大きく変わったとして「被災地のみな
らず日本の再生をどのように規制・制度改革で後押
ししていけるのか、ゼロベースで臨んでほしい」と
出席者に呼び掛けた。岡分科会長は終了後の会見で、
改革実現に向けた政治のリーダーシップを求めた。
改革の具体的対象については１１月上旬をめどに絞
り、必要に応じて分科会の下にワーキンググループ
（ＷＧ）を設置する方針だ。
　これまで規制・制度改革分科会は、２０１０年３月に
第１弾、１０年１０月に第２弾が設置された。大震災の
影響もあって１年ぶりに仕切り直した第３弾では、
１２年春をめどに結果を取りまとめる予定だ。
●ライフイノベＷＧ、設置は未定
　初会合後に会見した岡分科会長によると、この日
は今後の改革の進め方について大局的な観点で議論
が交わされた。改革の基本的な考え方を深めるため、
あと２－３回会合を開き、その後、改革の具体的な
対象分野を決める。一方で、震災の復旧・復興、エ
ネルギー政策など現政権の重要課題とされるテーマ
については、分科会で対応していくコンセンサスが
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あるという。
　第１弾と第２弾では分科会の下に、医療・医薬分
野の改革を検討するライフイノベーションＷＧを置
いたが、今回も同様のＷＧを設置するかは未定だと
いう。
　分科会のメンバーは、分科会長を除き以下の通り
（敬称略）。
　▽安念潤司（中央大法科大学院教授）▽大上二三
雄（エム・アイ・コンサルティンググループ代表取
締役）▽大室康一（三井不動産特別顧問）▽翁百合（日
本総合研究所理事）▽川本裕子（早稲田大大学院フ
ァイナンス研究科教授）▽佐久間総一郎（新日本製
鐵執行役員）（１０/４MEDIFAXより）

母子手帳の改正へ議論を開始／厚労省・検討会
　厚生労働省の「母子健康手帳に関する検討会」（座
長＝柳澤正義・日本子ども家庭総合研究所長）は９
月１４日、初会合を開き、母子健康手帳の改正に向け
て意見交換した。今後は論点を整理した上で検討を
進め、報告書をまとめる。母子健康手帳の改正はパ
ブリックコメントを経て、年末には改正通知を発出、
２０１２年４月から新しい母子健康手帳の配布を始めた
い考えだ。
　母子健康手帳はこれまで、社会情勢や制度の変化、
乳幼児身体発育曲線の改訂に合わせて改正を行って
いる。今回の検討会設置は、１０年に実施した乳幼児
身体発育曲線の調査結果がまとまることを受けたも
の。
　議論では、妊婦健診・子ども健診の医療記録と健
康情報が分けて記載されていることについて「省令
様式分の医療記録と任意記載分の健康情報について
混在させ、タイムリーに必要な情報が読めるように
する必要がある」とした指摘が上がったほか、予防
接種について大きな変化があったとして「予防接種
欄の改訂が必要」との意見があった。手帳のボリュ
ームについては「分冊化」「１冊のまま」と意見の統
一はなかった。また、手帳にインデックスを付ける
案や副読本の活用についても指摘があった。
（９/１５MEDIFAXより）

保険者側「検討を」、診療側「保険料率で」
／定額負担で医療保険部会
　厚生労働省は９月１６日の社会保障審議会・医療保
険部会で、受診時定額負担の仕組みと高額療養費制
度の見直し案を提示した。保険者側からは「財源負

担の必要性を国民に理解してもらい、定額負担を一
つの選択肢として検討すべき」との声が上がった。
一方、診療側委員や一部の公益委員からは「定額負
担には反対」「保険料率の引き上げで対応すべき」と
の声が相次いだ。厚労省は次回以降も継続審議し、
年内に結論を出す構え。導入する際には法改正が必
要になる。
　厚労省は、今回提示した受診時定額負担について、
保険給付対象外の医療費が発生しないため「保険免
責制とは異なる仕組みだ」としている。仮に保険給
付の対象となる医療費を５０００円とした場合、サラリ
ーマンの自己負担は定率３割分（１５００円）に加え、
定額の一部負担金（１００円程度）で合計１６００円となる。
一方、保険給付額は本来は３５００円だが、定額の１００円
分を差し引かれるため３４００円になる。
　厚労省は、定額負担導入時に低所得者向けの軽減
措置を講じる必要性も説明した。高額療養費制度で
低所得者とされている「市町村民税非課税」を対象
とした場合、対象者は約１７００万人になる。
　さらに厚労省は、高額療養費制度の見直し案も併
せて提案。非課税世帯ではない中低所得者の自己負
担を軽減する方法として、現在の一般所得者の区分
をさらに細分化し、自己負担限度額をきめ細かく設
定する案を示した。また、自己負担限度額が月単位
で計算されるため、年間ベースで見ればかかった医
療費が同じでも、高額療養費が支給されない制度上
の落とし穴があることから、自己負担限度額に年間
の上限額を設けることも提案した。このほか、高額
療養費の見直しは保険者ごとに影響が異なるため、
個別の保険制度ごとに財政中立にする必要があると
した。山下一平委員（日本商工会議所社会保障専門
委員会委員）や横尾俊彦委員（全国後期高齢者医療
広域連合協議会長）は「定額負担ありきではないが、
選択肢の一つとして検討すべき」「財政の厳しさを国
民に説明していくべき」と主張。小林剛委員（全国
健康保険協会理事長）は「保険料だけでは負担しき
れず、こういう制度もあり得る」とした。一方、鈴
木邦彦委員（日本医師会常任理事）や岩本康志委員
（東京大大学院経済学研究科教授）は「保険料率の引
き上げで対応すべき」と導入に反対した。
　定額１００円の断続的な引き上げを懸念する声に対
しては、西辻浩保険課長が「さらなる引き上げはな
い。ずっと１００円のままだ」と述べ、理解を求めた。
（９/２０MEDIFAXより）
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年齢区切らない終末期の議論必要／社保審・
医療保険部会
　厚生労働省の社会保障審議会・医療保険部会（部
会長＝遠藤久夫・学習院大経済学部教授）で９月１６
日、後期高齢者医療制度の見直しに伴い廃止した診
療報酬項目の再検討が俎上に載った。
　樋口恵子委員（高齢社会をよくする女性の会理事
長）は「７５歳以上の高齢者に特定した終末期の診断
料の在り方は、高齢者がとても反発するものだった」
と振り返った。その上で「命の終末が自然で安楽で
あるということは高齢者のみならず人間だれでも望
むこと」とし「高齢者と限るから問題なのであって、
終末期の在り方、治療の在り方について検討しても
らい、その成果をできるだけ早く広く、国民、特に
高齢者に示してほしい」と述べた。
　遠藤部会長は、社保審の特別部会などで後期高齢
者医療制度の診療報酬体系を議論したものの、廃止
となった経緯を説明。その上で、樋口委員らの意見
について「後期高齢者単独で報酬体系をつくること
はいろいろと問題があるが、あのときに全部なくし
たことを今度、年齢の規制を無くしてやるというこ
とはもう一度、議論してもよいのではという内容に
うかがえた」とし、「検討の余地はあるという感じは
する」と述べた。（９/２０MEDIFAXより）

パート労働者への健保適用で論点整理／社保
審・特別部会
　厚生労働省の社会保障審議会「短時間労働者への
社会保険適用等に関する特別部会」（部会長＝遠藤久
夫・学習院大経済学部教授）が９月２１日、厚労省内
で開かれ、事務局が提示した特別部会での論点や適
用拡大の考え方などについて議論した。
　事務局は厚生年金・健康保険の適用対象者の範囲
について▽適用基準を雇用保険と同様に「週の労働
時間２０時間」とするか▽雇用保険の適用要件「３１日
以上の雇用見込み」をどう考えるか―などの論点に
ついてたたき台を示した。出席委員からは検討材料
となる財政影響についての資料を提出するよう事務
局に求める声が相次いだ。
　また、適用拡大についての考え方を整理し▽被用
者には、被用者にふさわしい年金・医療保険を確保
すべきではないか▽社会保険制度で、働かない人が
有利になるような壁を除去し、就労促進型（少なく
とも中立なもの）に転換すべきではないか▽企業の
社会保険料負担を業種や雇用形態で異ならない公平

なものにすべきではないか―とした。整理について
は「後付け的な感じで、なかなか納得できない」と
して現実的な財源不足の問題についても触れるべき
ではないかとの意見も出たが、多くの出席委員は賛
意を示した。
　会合の冒頭には小宮山洋子厚生労働相が出席し、
社会保障・税一体改革は野田内閣での実現は最重要
課題であるとの位置付けを示した。
●健保全体で２４６０億円のマイナス
　社会保障・税一体改革成案では、雇用保険ベース
の試算により適用拡大で約４００万人が新たに厚生年
金・健康保険の対象になるとしている。これに対し、
健康保険組合連合会理事の霜鳥一彦委員は健康保険
の対象者は約４７７万人に増加するとの調査結果を示
した。適用拡大で保険料収入が約３２００億円増えるも
のの、医療給付費約３８００億円などの増加により健康
保険制度全体では約２４６０億円のマイナスになるとの
推計を示した。
　また、新たな事業主負担は推計で約２８３０億円とし、
企業アンケートでは約６割の企業が適用拡大に反対
だと紹介した。（９/２２MEDIFAXより）

社会医療法人制度見直し案、他県進出も可能
／厚労省
　厚生労働省医政局指導課は９月２２日の社会保障審
議会・医療部会で、社会医療法人制度の見直しを提
案した。現行制度では、社会医療法人認定後の事業
拡大などで法人がそれまでに病院を開設していない
都道府県に進出しようとした場合、医療法の規定に
よって認定が取り消しになる。このため見直し案で
は認定後の事業拡大・縮小にも柔軟に対応できるよ
う制度を見直す考え。
　井上誠一指導課長は部会で、社会医療法人が新た
な都道府県に進出して病院などを開設した場合も、
認定取り消しを３年間猶予し、猶予期間中の実績が
社会医療法人の認定要件を満たせば、取り消しは行
わないとの提案を示した。
●取り消し後の課税「一定の歯止め必要」／井上指
導課長

　現行制度では、社会医療法人の認定が取り消され
ると、法人税法上で非課税となっていた本体業務に
ついて、認定期間中の所得累積額が課税され、取り
消しとなった会計年度に算入される。井上指導課長
は、取り消しとなった場合に課税対象期間が際限な
くさかのぼることになり、医療法人の存続に関わる
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問題だとの認識を示し、「一定の歯止めが要る」と遡
及期間を制限する考えを提案した。出席委員から反
対意見はなかった。（９/２６MEDIFAXより）

特別枠に「在宅医療・介護の推進」／概算要
求で厚労省
　厚生労働省は、２０１２年度予算の概算要求基準で設
けられた７０００億円程度の特別枠への要望事項として
「在宅医療・介護の推進」と「医療イノベーションの
推進」に関する施策を盛り込む検討をしている。必
要な医療・介護サービスを施設ではなく生活の場で
受けられる体制を構築することや、日本発の革新的
医薬品・医療機器の創出を後押しして、健康長寿社
会の実現や経済成長への貢献を目指す。９月２１日に
開かれた民主党の厚生労働部門会議で示した。
　９月２０日に閣議決定された概算要求組み替え基準
によると、各省庁が裁量的経費などを一律１０％削減
する代わりに、削減額の最大１.５倍に当たる金額を
「日本再生重点化措置」とうたった特別枠に要求でき
る。厚労省の削減額は７０６億円のため、最大１０５９億円
を特別枠に要求できることになる。
　厚労省が特別枠への要望を検討している事項は、
在宅医療・介護と医療イノベーションのほか、「現役
大学生の就職促進」「待機児童解消の推進」―の計４
点。部門会議終了後に会見した梅村聡副座長は「明
日（９月２２日）のコアメンバー会議で、部門会議と
してどの事項を特に重点的に押していくのかを詰め
たい」と述べた。
　厚労省はまた、一律１０％カットの経費削減のため、
行政事業レビューによる検証や、行政刷新会議と省
内の事業仕分け、独立行政法人・公益法人向け支出
の見直しなどの観点を踏まえ、事務事業を見直す方
針を示した。診療報酬・介護報酬同時改定や、社会
保障と税の一体改革に伴う制度改正に関連する費用
については、予算編成過程で検討していくことになる。
●医療の自然増は４８００億円
　閣議決定された概算要求基準では、１兆１６００億円
にのぼる自然増分を全額認めることも示した。厚労
省は部門会議にその内訳を提示。医療４８００億円、介
護１２００億円、年金３０００億円、福祉・雇用２６００億円と
している。（９/２２MEDIFAXより）

持ち分なし移行促進で認定制度／厚労省が導
入案
　厚生労働省医政局指導課は９月２２日の社会保障審

議会・医療部会で、持ち分あり医療法人の持ち分な
し医療法人への移行促進策を示した。医療法改正を
視野に移行促進を図る考えだ。
　井上誠一指導課長が説明し、医療法の中での位置
付けとして▽計画的に移行を進める医療法人の認定
制度を導入する▽認定医療法人に都道府県が指導・
助言などを行う―などの案を示した。税制措置や融
資制度について検討する考えも示した。
　持ち分ありの医療法人数（社団）は２０１１年３月現
在で４万２５８６件。全医療法人に占める割合は９１.５％
と依然、高率となっている。国は持ち分あり医療法
人から持ち分なし医療法人への移行マニュアルの作
成や税制措置で移行を促してきたが、１１年４月に病
院団体と日本医師会が持ち分あり医療法人を対象に
実施したアンケート調査では、持ち分なしへ移行す
る意向がないと答えた法人は病院では６２％、診療所
では９２％との結果が出ている。その主な理由として
「出資持ち分はオーナーシップの源泉であり、放棄で
きない」「相続税を支払っても子孫に承継させたい」
が挙がった。（９/２６MEDIFAXより）

厚労省、２９兆５８８２億円を概算要求／１２年度政
府予算案
　厚生労働省は９月２８日、２０１２年度予算概算要求項
目を公表した。一般会計の要望額は２９兆５８８２億円で、
前年度から１兆２１１４億円の増額要求（４.３％増）とな
る。うち医療・年金などの経費は２８兆３５１２億円（１
兆１５５９億円増）を占める。政府は医療・年金など社
会保障費の自然増分１兆１６００億円はそのまま確保す
る方針を示している。自然増の内訳は医療４８００億円、
介護１２００億円、年金３０００億円、福祉・雇用２６００億円
となった。厚労省は９月３０日にも概算要求を財務省
に提出する。
　１２年度予算編成で政府が設ける約７０００億円の特別
枠「日本再生重点化措置」もフル活用し、総額１０５９
億円分を重点化施策として要望する。特別枠の前提
となる１割の予算カットについて、厚労省は「事業
仕分けなどで見直しが必要と判定されたものを中心
に削った」と説明している。
　厚労省の公表資料「概算要求の主な新規施策等」
によると、医療・介護分野では「在宅医療・介護の
推進」を柱に掲げ、特別枠で要望する方針。在宅チ
ーム医療を担う専門職とその指導者の育成・研修費
用などに８.７億円を充てたい考え。さらに、多職種協
働による在宅医療提供体制を構築するための医療機
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関連携や、地域ごとの薬局無菌調剤室の共同利用整
備、在宅介護サービスの充実強化策などに８９億円を
要求する。このほかにも在宅関連では、国立高度専
門医療研究センターを中心としながら、がんや精神
疾患といった個別疾患特有のサービス支援策につい
ても研究していく。要求額は２９億円。
　このほかに医療関連では、地域ごとに医療機関の
診療情報データを集約し、相互閲覧できる仕組みを
構築して災害時にバックアップする医療情報連携・
保全基盤整備に取り組む。構築費用として２０億円を
特別枠で要求する構え。新型インフルエンザ対策で
は抗ウイルス薬やプレパンデミックワクチンの備蓄
費も特別枠で１３４億円を計上する。
　新たな医療技術の開発を促進するライフイノベー
ション施策も特別枠に盛り込んだ。個別疾病の診断・
治療法の実用化支援策として１８５億円、臨床研究中核
病院の整備費用として８９億円、医薬品・医療機器の
承認審査の強化に１１３億円、新規医療技術の費用対効
果を検証できるようにするための調査費用として
７７００万円を計上した。
　東日本大震災からの復旧・復興対策費２２０９億円は、
概算要求の大枠とは別途要求することになる。Ｂ型
肝炎の給付金経費は、具体的な要求額を示さず年末
までの予算編成過程で検討する「事項要求」扱いに
する。診療報酬・介護報酬改定や社会保障と税の一
体改革に伴う制度改革などについては、年末までの
予算編成過程で検討する。（９/２８MEDIFAXより）

医療提供体制の機能強化へ６１０億円／概算要
求で厚労省
　厚生労働省は２０１２年度予算の概算要求のうち、医
療提供体制の機能強化に６１０億円を計上した。地域医
療確保対策は１１年度予算から２４億円増となる１０６億
円で、このうち医療機関の診療データを外部保存し、
他の医療機関との相互閲覧やデータのバックアップ
を実現させる「医療情報連携の基盤整備」は特別枠
で２０億円を要求する。
　全国１５カ所で先行的に取り組みが進む地域医療支
援センターの整備は、新たに１５カ所を追加するため
に現行予算の倍額となる１１億円を計上。チーム医療
分野では１１年度実施中のモデル事業の成果を踏ま
え、質の高い取り組みと判断された形態を広く普及
させる新規事業に２.９億円を盛り込んだ。
　災害医療体制の強化は２億円を措置。災害時に被
災県や被災県内の災害拠点病院との連絡調整を担う

災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）事務局の体制を強
化するほか、ＤＭＡＴ隊員を養成する。
●「雇用の質」省内ＰＴの報告書を反映
　このほか、就労分野のうちワーク・ライフ・バラ
ンスの実現に向けた取り組みでは、細川律夫前厚生
労働相の指示で設置した「看護師等の『雇用の質』
の向上に関する省内プロジェクトチーム」の報告書
を反映させる形で、都道府県労働局にコンサルタン
トを配置する取り組みなどに６６００万円を計上した。
（９/２８MEDIFAXより）

円滑な医業継続へ相続税・贈与税の特例を／
厚労省・税制改正要望
　厚生労働省は２０１２年度の税制改正要望で、持ち分
あり医療法人が持ち分なし医療法人へ円滑に移行で
きるよう、最長３年間の期限を定めて移行を進める
ことを条件に、期間中の相続税・贈与税の納税を猶
予して移行後に猶予税額を免除するなどの特例措置
の創設を要望する。社会保険診療に関する消費税の
在り方を検討することも求める。９月２８日に公表し
た。
　持ち分あり医療法人の移行促進策は、社会保障審
議会・医療部会で検討されている。税制改正により、
医業の継続に支障を来さない円滑な移行の実施を狙
う。
　消費税については、社会保障と税の一体改革案に、
１０年代半ばまでに税率を１０％まで引き上げることが
明記されたことを踏まえた上での要望。消費税を含
む税体系の見直しが行われる場合に、社会保険診療
に関する消費税の在り方を検討するよう求める。
　税制改正要望には、診療報酬に関する事業税の非
課税措置と、社会保険診療以外についての事業税の
軽減措置を存続することも盛り込んだ。たばこ税率
の引き上げも求める。１１年度末までの時限措置であ
る研究開発税制の恒久化も要望する。
　一体改革の関係として、市町村国保の財政基盤を
強化するため、低所得者の保険料軽減を拡充するな
どの措置を講じることも盛り込んだ。
（９/２８MEDIFAXより）

「在宅医療・介護の推進」大幅増／新規項目、
軒並み特別枠で
　２０１２年度の厚生労働省概算要求のうち、在宅医療・
介護の推進にはこれまでよりも大幅に増えた１２７億
円を計上した。在宅チーム医療を担う人材育成（８.７
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億円）をはじめ、在宅医療連携体制の推進（３１億円）、
在宅医療を提供する拠点薬局の整備（２０億円）、国立
高度専門医療研究センターを中心とした在宅医療推
進のための研究事業（１６億円）などの新規項目は軒
並み特別枠で要求した。
　このうち、在宅サービス拠点の充実と低所得高齢
者の住まい対策には、特別枠として３５億円を計上。
改正介護保険法で創設した小規模多機能型居宅介護
と訪問看護の「複合型サービス」、訪問介護と訪問看
護を一体的に提供する「定期巡回・随時対応サービ
ス」の事業所開設費用を助成する。訪問看護ステー
ションの大規模化も助成対象とする。低所得高齢者
が住み慣れた地域で自立した生活を続けられるよ
う、２９人以下の小規模養護老人ホームの開設や、既
存施設の個室化も財政支援する。
（９/２８MEDIFAXより）

社会保障制度推進へ、省内本部を設置／厚労省
　厚生労働省は社会保障・税一体改革成案を踏まえ
た社会保障制度改革の推進に向け、省内に改革推進
本部を設置する。１０月４日、小宮山洋子厚生労働相
が閣議後の会見で明らかにした。
　本部は小宮山厚労相が本部長を務め、１０月７日に
初会合を開く予定。本部の下に設ける推進チーム（チ
ームリーダー・辻泰弘副大臣）が関係部局の総務課
長、企画課長で構成する作業部会を通じて改革の具
体案に関する検討状況を把握するほか、他の府省と
の調整などを担うという。
　小宮山厚労相は本部設置の目的について「次の通
常国会で多くの法案をまとめて出せるようにした
い」「（改革の）ビジョンや工程表を示した上で、国
民に納得して負担してもらうための仕組み」と説明
した。（１０/５MEDIFAXより）

次期臨時国会、安衛法改正案など３法案提出
へ／厚労省
　藤田一枝厚生労働政務官は１０月３日、政務三役会
議後の会見で、次期臨時国会に労働安全衛生法改正
案など３法案を新たに提出する考えを明らかにし
た。
　提出を予定しているのは労働安全衛生法改正案に
加え、Ｂ型肝炎ウイルス感染者への給付金支給に関
する特別措置法案、第３号被保険者記録不整合問題
に対応するための国民年金法改正案。
　このほか、労働者派遣法改正案と２０１１年度の基礎

年金の国庫負担割合を２分の１にする国民年金法改
正案の両法案は継続審議になっている。
（１０/４MEDIFAXより）

医療法改正に伴う税制措置なども要望／厚労省
　厚生労働省は９月２８日、２０１２年度税制改正につい
て、９月２７日に公表した主な要望事項に加え、社会
保障・税一体改革関係として▽医療法などの改正に
伴う税制措置▽高齢者医療制度の見直しに伴う税制
措置▽介護保険制度の見直しに伴う税制措置▽障害
者総合福祉法（仮称）の創設に伴う税制措置―など
の追加要望を含めた全要望を公表した。
　医療法改正に伴う税制改正では、社会保障審議会・
医療部会での議論を踏まえ、必要な措置を講じる。
９月２２日の医療部会では社会医療法人が認定取り消
しとなった場合の法人税法上の取り扱いを議論し
た。
　この他に厚労省が追加した要望は▽社会医療法人
への寄付金控除創設▽独立行政法人国立病院機構の
非特定独立行政法人化に伴う非課税措置創設▽中小
企業者の少額減価償却資産についての取得価額への
特例措置延長・固定資産税免除創設▽薬事法改正に
伴う税制措置▽予防接種法改正に伴う税制措置▽改
正介護保険制度の施行に伴う税制措置▽無料低額老
人保健施設への減免措置の規定見直し▽改正障害者
自立支援法の施行に伴う税制措置▽パートタイム労
働対策推進のための税制措置―など。
（９/２９MEDIFAXより）

予防接種制度で中長期ビジョン策定へ／年内
にも一定の方向性
　厚生労働省の厚生科学審議会・感染症分科会予防
接種部会（部会長＝加藤達夫・国立成育医療研究セ
ンター理事長）は９月２９日、予防接種制度見直しに
向けて厚労省が示した検討案について議論した。検
討案では、中長期の予防接種施策の基本的な方針（中
長期ビジョン）を策定することを提案。委員からも
異論はなかった。今後は議論を踏まえた上で、検討
案に沿って検討を進めていく。
　中長期ビジョンでは▽施策の基本的な考え方▽中
長期の課題・目標▽関係者の役割分担、連携―につ
いて定め、５年程度で見直す。その下で、対象疾病・
ワクチンの見直しや予防接種事業の適正実施の確保
などを一体的に進めていく必要があるとした。予防
接種制度の在り方として、どのような中長期ビジョ
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ンが策定されるかが今後の重要なポイントだ。
　保坂シゲリ委員（日本医師会常任理事）は「スケ
ジュール感を示してほしい」と求め、健康局の外山
千也局長が「社会保障・税の一体改革などとの整合
性もあるが、次期通常国会に予防接種法の抜本改正
を示すとの答弁がされている。年末までに一定の方
向性を示していただければと思う」と応じた。
　部会ではほかに、接種費用の負担の在り方や関連
してワクチン価格の問題などで委員から意見が上が
った。
●予防接種施策の評価・検討組織、専門家・患者・
メーカーなど参画

　これまでの議論で、総合的・恒常的な評価・検討
組織の必要性が指摘されていた。今回の検討案では、
現在の予防接種部会を機能強化、中長期ビジョンの
下で▽専門家▽地方自治体▽製薬関連企業▽患者―
などの参画を求める。ワクチン産業ビジョン推進委
員会の機能も統合し、ワクチンの研究開発から接種
後評価まで一貫性を持って予防接種施策全般につい
て総合的・恒常的に評価・検討していく案を示した。
　評価・検討組織については、国立感染症研究所と
の連携の在り方も含め、次回にも議題に上がる見通
しだ。
●フルワクチンの副反応報告、報告ルートを一本化
　現在、インフルエンザワクチン副反応報告は予防
接種法による報告と薬事法による報告の２種類が実
施されている。新型インフルエンザ（Ａ／Ｈ１Ｎ１）
ワクチン対応時には、厚労省へ副反応報告を一本化
していたことを踏まえ、今シーズン以降の副反応報
告についても、報告ルートを一本化する。
　今シーズン以降、医療機関は定期接種の接種者数
については市区町村・都道府県へ、副反応報告は厚
労省へ報告する。報告は医薬品医療機器総合機構（Ｐ
ＭＤＡ）で整理し、薬事・食品衛生審議会と健康局
との合同検討会で評価する方法を継続することとし
た。（９/３０MEDIFAXより）

災害拠点病院に新要件、耐震化・通信インフ
ラ整備など／厚労省
　厚生労働省の「災害医療等のあり方に関する検討
会」（座長＝大友康裕・東京医科歯科大救急災害医学
分野教授）は９月３０日、事務局が示した新たな災害
拠点病院の指定要件などを了承した。３次医療圏に
設置する基幹災害拠点病院（基幹病院）については、
災害拠点病院としての要件に加えて▽病院機能を維

持するための全施設での耐震構造▽複数の災害派遣
医療チーム（ＤＭＡＴ）養成▽救命救急センターの
指定▽病院敷地内のヘリポート―の要件が求められ
ることになる。厚労省は１０月２９日の次回会合で報告
書案を示す。年内に報告書をまとめた後、新たな要
件などについて通知を発出する。
　現基幹病院では当面の間、新たな要件となる耐震
構造と救命救急センター指定、敷地内ヘリポートに
ついて猶予することを合意した。複数のＤＭＡＴ養
成は２０１４年３月までに養成することを了承した。全
国に５７ある基幹病院のうち、全ての建物が耐震構造
となっているのは３９病院。同様に複数ＤＭＡＴは５１
病院、救命救急センター指定は４９病院、敷地内ヘリ
ポートは２４病院となっている（いずれも１１年度暫定
値）。
●自家発電容量は通常の６割程度
　２次医療圏に整備する災害拠点病院（拠点病院）
についても指定要件を見直す。診療機能を持つ施設
の耐震構造とともに、病院機能の維持に必要な全て
の施設についても耐震構造が望ましいとする。
　通信設備では、インターネット接続が必要な広域
災害救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）の活用を考
慮する観点から、衛星電話の保有や衛星回線インタ
ーネットに接続可能な環境を整備することなどを盛
り込む（整備済み８７.３％）。また、東日本大震災で課
題が浮上したＥＭＩＳへの情報入力について、複数
の入力人員を配置することを盛り込む。
　電力供給については災害時に急性期医療機能を維
持できるように通常時の６割程度の発電容量を持つ
自家発電機を保有することとする（同９９.８％、平均
容量は通常の７１％）。燃料も必要量として３日分程度
を備蓄することとする。適切な容量の貯水槽を保有
することも要件とし、停電時に使用できる井戸設備
の整備、優先的な給水協定の締結に努めることとす
る。
　現行では規定がない中長期の医療提供体制につい
ても検討した。災害発生時に都道府県が日本医師会
災害医療チーム（ＪＭＡＴ）などの救護班について、
派遣元関係団体と派遣調整する組織として、災害対
策本部内に「派遣調整本部（仮称）」を設置する計画
を事前に策定することとする。また、保健所管轄区
域や市町村では、行政と医療関係者の意見交換の場
として「地域災害医療対策会議（仮称）」を設置する
ことを合意した。
　拠点病院ではない一般医療機関でも、人工呼吸器
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などの医療機器を使用する患者について医療機関が
災害時の患者搬送先についての計画を策定している
か都道府県が確認することになる。
（１０/３MEDIFAXより）

被ばく線量に応じ検査実施／原発作業員の健
康管理で報告書
　厚生労働省の「東電福島第一原発作業員の長期健
康管理に関する検討会」（座長＝相澤好治・北里大副
学長）はこのほど報告書を取りまとめ、９月２６日に
公表した。作業員の健康情報などを登録するデータ
ベースの構築と、被ばく線量に応じた検査の実施な
どを基本的な方針として盛り込んだ。
　データベースについては、氏名などの個人識別情
報のほか、緊急作業に従事した前後の被ばく線量、
緊急作業での作業内容、健康診断結果などの健康状
態に関する情報を登録できる仕組みを想定。作業員
本人が、自分の情報を参照できる仕組みとすること
も盛り込んだ。
　長期的な健康管理の在り方については、事業者が
緊急作業に当たった作業員を対象に被ばく線量に応
じた検査を実施するとした。離職した緊急作業従事
者らについては、国が健康相談や保健指導、被ばく
線量に応じた検査などを実施するとした。
（９/２７MEDIFAXより）

不活化ポリオワクチンの導入、１２年度末を予
定／厚労省
　生ポリオワクチンから不活化ポリオワクチンへの
移行に向けて準備を進めている厚生労働省は１０月４
日、不活化ポリオワクチンの導入時期について早く
ても２０１２年度末を予定していると発表した。導入ま
での間、生ポリオワクチンの接種を見合わせる人が
増加すれば、国内でポリオの流行が起きる危険性が
あり、厚労省は１１年秋の接種シーズンでのポリオワ
クチン接種を呼び掛けている。
　１２年度末に導入予定のワクチンは、ジフテリア・
百日せき・破傷風・不活化ポリオの４種混合ワクチ
ン（ＤＴＰ－ＩＰＶ）で、開発企業は１１年末頃から
順次、薬事承認申請を予定している。
　不活化ポリオワクチン導入後の接種方法や生ポリ
オワクチンの取り扱いについては「不活化ポリオワ
クチンへの円滑な移行に関する検討会」で議論を進
めている。（１０/５MEDIFAXより）

ＤＰＣと慢性期の報告書を了承／中医協総会
　中医協は９月７日の総会で、ＤＰＣ評価分科会の
中間報告と、慢性期入院医療の包括評価調査分科会
の報告を了承した。ＤＰＣ評価分科会は今後、医療
機関群の設定や機能評価係数Ⅰ、Ⅱなどの具体的な
議論に移っていく。慢性期の議論は総会に舞台を移
し、改定に向けて診療報酬点数の具体的な議論を詰
めていく。
　ＤＰＣ評価分科会の中間報告は、調整係数を見直
し、新たに医療機関群別の基礎係数を導入すること
と、新規高額薬剤の出来高払い緩和策が柱。
　鈴木邦彦委員（日本医師会常任理事）は、高診療
密度病院群の要件をめぐり、看護師配置の時を再現
するような医師争奪戦が起きることを懸念した。こ
れに対して小山信彌・ＤＰＣ評価分科会長（東邦大
医療センター大森病院心臓血管外科部長）は、病床
当たりの医師配置密度と、包括範囲の１日当たり出
来高点数（診療密度）のほかに▽医師研修▽高度医
療技術▽重症患者の診療─のいずれかで一定以上の
実績を挙げていることを要件に課したことで、医師
争奪戦が起きないよう配慮したと説明。「単に、医師
を集めればよいというものではない」と述べ、理解
を求めた。
　白川修二委員（健保連専務理事）はＤＰＣの精緻
化について「これ以上の分割はしてほしくない。単
純化・包括化を優先すべきと考えている」と述べ、
さらなる精緻化には反対の意向を示した。
●２５対１療養病床「収支改善なぜ」
　慢性期入院医療の包括評価調査分科会の報告に対
しては、複数の委員から「前回の改定で看護配置２５
対１の療養病棟入院基本料の点数が引き下げられた
にもかかわらず、コスト調査結果で収支が改善して
いるのはなぜか」との疑問が出た。ただ、明確な理
由までは分からず、委員の間では調査サンプル数の
少なさを指摘する声が上がった。
　厚生労働省保険局の鈴木康裕医療課長は「これは
分科会でも議論になったところだ」とし、同分科会
の最終会合の後、報告書に盛り込んだ見解を紹介。
収支が改善した理由については調査の限界があるた
め分析できなかったものの、出来高算定できる部分
があることや、総支出に占める人件費割合が下がっ
ているなど病院の経営努力がうかがえること、重症
患者の受け入れを増やした可能性があるなどとする
分科会の意見を紹介した。
　特定除外患者のレセプトに除外理由を記載してい
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ないケースが多数あることも問題視され、「通知や事
務連絡などで摘要欄に記載するよう周知すべき」と
の声も上がった。（９/８MEDIFAXより）

中医協、１０月から週１回開催／基本方針は年内
　厚生労働省は９月７日の中医協総会で、次期診療
報酬改定に向けた今後の検討スケジュールを示し
た。政府・与党の「社会保障・税一体改革成案」を
骨格に検討を進めつつ、内閣が１２月に改定率を決定
する従来の流れを踏襲する。
　社会保障審議会の医療部会と医療保険部会では、
「基本方針」策定に向けて議論を進める。９月に「視
点・方向の概論」を、１０月に「具体的な視点・方向」
を、１１月に「基本方針案」を示し、一体改革成案の
方向性に沿って年内に「基本方針」を提示する。
　中医協では改定に向けて、各分科会や小委員会の
報告を受けながら審議を進める。１０月には医療経済
実態調査や２０１１年改定結果検証（速報）を報告する
予定。１１月にはＤＰＣ評価分科会が２度にわたって
総会に報告書を上げる。年明けに薬価専門部会や保
険医療材料専門部会が報告し、答申に向かって審議
を進めていく。
　また、１０月から、中医協の開催頻度も増やす。９
月中はこれまで通り月２回ペースで進めていくが、
１０月から毎週１回ペースにピッチを上げる。厚労省
は「毎週１回ペースでも議論が間に合わなくなった
ら、さらに、開催頻度を増やすことになりそうだ」
としている。（９/８MEDIFAXより）

ＤＰＣの高額薬剤で新ルール、１０成分が出来
高に／中医協
　中医協は９月７日の総会で、ＤＰＣ病院で高額薬
剤を暫定的に出来高算定にする範囲を拡大した新た
なルールを了承した。この新ルールに基づき、薬価
収載を了承された関節リウマチ治療薬ゴリムマブ
（遺伝子組換え）など３成分に加え、２０１０年４月以降
に薬価収載、適応追加され、すでに包括化されてい
る７成分も出来高算定となる。
　ＤＰＣ制度上の高額薬剤の取り扱いについては従
来、標準コストがその高額薬剤を使用していない場
合の「平均＋１ＳＤ（標準偏差）」を超えることが出
来高算定に移る条件だったが、新ルールでは８４パー
センタイル（１００の分布があった場合には８４番目）に
緩和する。原則として、次期改定では薬剤コストを
反映した診断群分類を設ける仕組みは変わらない。

　これにより薬価収載が了承された新薬のうち、皮
膚Ｔ細胞性リンパ腫治療薬ボリノスタット、ゴリム
マブ、抗菌薬ダプトマイシンの３成分が出来高算定
に移行。さらに、すでに包括化と判定された骨粗鬆
症治療薬テリパラチド（遺伝子組換え）など７成分
についても、今後使用する場合には出来高算定とな
る。（９/８MEDIFAXより）

医療技術評価分科会にも専門委員／中医協総会
　中医協は９月７日の総会で、医療技術評価分科会
に専門委員を加えることを了承した。本委員が「保
険診療に係る専門的知識を有する医学、歯学、薬学、
看護学、医療経済学等に精通した者」であるのに対
し、専門委員は「本委員に対し、必要に応じ個々の
技術について参考となる意見を述べる委員」と位置
付ける。
　医療技術評価分科会は、学会などから提出された
技術評価希望書を参考に、診療報酬改定に向けて新
規医療技術の評価や既存技術の再評価などを行って
いる。今後、１０月末をめどに事務局が「評価（案）」
を作成し、１１月以降に医療技術評価分科会で評価を
行い、その結果を踏まえて中医協総会に報告する予
定。（９/８MEDIFAXより）

定額負担「断固としてつぶす」／臨床内科医
学会で安達氏
　中医協委員の安達秀樹氏（京都府医師会副会長）
は９月１９日、札幌市で開かれた日本臨床内科医学会
のシンポジウムで、社会保障と税の一体改革成案（一
体改革成案）に挙げられている受診時定額負担につ
いて、実質的な軽医療免責制度であり、外来受診者
だけが負担を負うことになるとの認識を提示。「断固
としてつぶさなくてはいけない」と述べ、関係団体
と協調しながら導入反対に向けた主張を展開する考
えをあらためて示した。
　安達氏は、受診時定額負担について「（高額療養費
制度の負担上限の）追加引き下げは必要だが、その
引き下げ分を一般の外来受診者だけが負担しなけれ
ばならないという根拠は何も説明されていない」と
与党などの対応を批判。受診抑制による財政効果の
試算に“長瀬効果”が使われているとし、受診抑制
がどれだけ続くかの予測が盛られていないと問題視
した。
　１００円程度とされている負担額についても「その割
合は、従来の一部自己負担から見れば経済的には完
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全な逆進性。いったんこの制度を導入すれば１００円で
は済まない危険性があり、皆保険そのものの仕組み
を崩しかねない」との認識を強調した。
　日本医師会の中川俊男副会長は、一体改革成案が
閣議報告事項にすぎない点を強調。その上で、受診
時定額負担について「将来にわたり給付は１００分の７０
を維持する」としている健康保険法付則に抵触する
と指摘。受診時に自己負担を求める際、外来患者に
説明がつかない点も挙げ「患者に新たな負担を求め
るのでなく、公費、保険料で手当てするべき」との
考えをあらためて示した。
　日本臨床内科医会の清水惠一郎常任理事は、同医
会でも定時代議員会で反対決議を採択したことを報
告。日医など関係団体とも協調して導入反対の運動
を展開することを明言した。（９/２１MEDIFAXより）

機能評価係数Ⅱの審議スタート／中医協・Ｄ
ＰＣ評価分科会
　中医協・ＤＰＣ評価分科会は９月２１日、機能評価
係数Ⅱの審議に入った。現行の機能評価係数Ⅱは▽
地域医療係数▽救急医療係数▽データ提出係数▽効
率性係数▽複雑性係数▽カバー率係数―の６項目で
評価されている。分科会では、この６項目の中で見
直しが必要な点や、６項目以外に次期改定で新設す
べき項目などについてフリーディスカッションした。
　美原盤委員（脳血管研究所付属美原記念病院長）
は、医療の質の高さと、短期間で退院に導く効率性
の両面から「専門病院の在り方を評価してほしい」
と要望。新規項目に設定するかどうかを１０月の次回
会合で継続審議することになった。
　また、病院データの患者への情報開示を新規項目
にするかどうかも継続審議になった。この点をめぐ
っては「緊急入院数などを情報開示し、国民に伝え
るだけでも価値がある」という意見と、「情報開示は
大変な作業で時期尚早」「開示するならばフォーマッ
トを作る方が先」という意見で見解が分かれた。
　地域医療への貢献度を評価する「地域医療指数」
については、金田道弘委員（社会医療法人緑壮会理
事長兼金田病院長）が「救急搬送の何割を受け入れ
ているかといったシェアと、医療の質の両方で評価
してほしい」と要望。賛同する声も上がったが、美
原委員は「シェアを測ろうとすると、地方と大都市
で分母の人口が異なる」と反論。次回会合で、地域
医療の実態を分析した研究班のデータを提示し、議
論を重ねることにした。

　救急医療に必要な医療資源を補償するために導入
された「救急医療係数」については、美原委員が
「救急医療の体制整備を考慮してほしい」と指摘。次
回会合で、受け入れ患者の重症度などが各地の医療
機関ごとに異なるデータを提示し、議論することに
した。小山信彌分科会長（東邦大医療センター大森
病院心臓血管外科部長）は「救急は現状でも足りな
い。重点的に評価したい」とまとめた。
　医療機能評価を診療報酬上で反映するかどうかに
ついても意見が交わされ、賛否両論飛び交ったが、
三上裕司委員（日本医師会常任理事）が診療報酬で
の評価に慎重論を述べると、小山分科会長や厚生労
働省保険局の迫井正深企画官も評価を見送る方向で
同調した。
　２０１２年４月の診療報酬改定に向けた各係数項目の
具体的な算定式の設定や、経過措置の具体化につい
ては、改定全体の影響を考慮する必要があるため、
改定の方針が定まった後、中医協総会で議論するこ
とになる。（９/２２MEDIFAXより）

受診時定額負担は「中医協軽視」／安達氏
　中医協委員の安達秀樹氏（京都府医師会副会長）
は、９月２３日の「医療フォーラムＩＮ大阪」で、受
診時定額負担に対して「２０１０年度改定時の外来分の
配分は４００億円だった。歯科と合わせても１０００億円の
医療資源しか回っていない。あれから２年もたたな
いうちに、受診時自己負担引き上げによって生じる
受診抑制効果（長瀬効果）として２０００億円が見込ま
れるプランを提案してきたことは、中医協軽視と言
わざるを得ない」と指摘し、容認できないとの考え
を鮮明にした。
　安達氏は受診時定額負担として１００円を導入すれ
ば、０２年の健保法一部改正で７割給付を維持すると
した規定にも反すると主張。「受診時定額負担は形式
の上では異なるが、実質的には軽医療免責制と何ら
変わらない」とも指摘した。受診時定額負担の提案
は、保険原理を強くするチャンスと捉えられること
があってはならないとし、「国民皆保険制度の根本議
論の下で国民の合意形成が前提になる」と述べた。
●紹介状なし患者の特別料金「代替案にならず」
　９月１６日の医療保険部会では、受診時定額負担１００
円と同規模の財源を確保するには、大病院での初診
時に７０００－１万円程度の追加負担を求める必要があ
るとの試算を厚生労働省が示した。安達氏は取材に
対して「現在の選定療養による徴収金に上乗せで取

京都保険医新聞

第１４８号１６

２０１１年（平成２３年）１０月２5日　毎月５日・ 20日・ 25日発行 （昭和２６年３月５日第３種郵便物認可）　第２８０１号



るということかと思うが、紹介状なしでの患者数は、
全体の外来受診回数２０億回には遠く及ばない。２０００
億円に相当する額をこの方法だけでやろうとすれ
ば、相当の上乗せ額になる。患者への説明は大変、
難しい」と述べ、代替案として選択肢にはなり得な
いとの認識を示した。（９/２７MEDIFAXより）

定額負担、診療側と支払い側で見解割れる／
中医協総会
　中医協は９月２８日の総会で、高額療養費制度の見
直しと受診時定額負担について議論した。この問題
は社会保障審議会・医療保険部会で結論を出すこと
になっており、中医協には決定権がない。後日、医
療保険部会の審議結果が中医協に報告されることに
なる。
　診療側委員は、ほぼ全員が高額療養費の負担軽減
について必要性を認めたが、患者の自己負担をさら
に増やすことには全員が反対。一方、支払い側委員
からは、保険料や公費で財源を工面するのには無理
があり、もし高額療養費の負担軽減策を実施するの
なら受診時定額負担を検討すべきとの意見が相次
ぎ、診療側と支払い側で見解が割れた。
●受診抑制で２０００億円の効果
　安達秀樹委員（京都府医師会副会長）は厚生労働
省に対し、仮に受診時定額負担の上乗せ徴収額を１００
円とした場合の財政影響を確認した。年間の外来受
診数を基に２０００億円の財源と、２０００億円の受診抑制
効果の合わせて４０００億円の財源（公費ベースで１３００
億円）を厚労省が見込んでいることを確認すると、
「受診抑制を見込んだことは中医協委員として遺憾
だ」と強調。「高額療養費の負担軽減のような誰も反
対しないものを人質にとって、受診時定額負担を入
れるのは失礼だ」と述べた。
　嘉山孝正委員（国立がん研究センター理事長）は
「高額療養費の負担減に反対する人はいないだろう
が、フリーアクセスを阻害すれば、がん診療などで
治療成績に影響が出かねない。複眼的に波及効果を
見るべきだ」と牽制。その他の診療側委員も受診時
定額負担に反対した。
　これに対して支払い側は、小林剛委員（全国健康
保険協会理事長）が「受診時定額負担も選択肢の一
つ。医療保険部会で具体的な議論をしてほしい」と
述べると、白川修二委員（健保連専務理事）も、高
額療養費の負担減を見送るか、患者負担を増やすか
のどちらかしかないとの見解を示した。

（９/２９MEDIFAXより）

中医協審議スケジュールを公表／厚労省
　厚生労働省は９月２８日の中医協総会で、次期診療
報酬改定に向けた１０月から１２月前半までの検討スケ
ジュールを公表した。次回１０月５日以降は開催頻度
を増やし、水曜日を軸に週１回ペースで審議してい
く。
　１０月前半には、救急・周産期医療や、明細書の無
料発行、医療提供体制と診療報酬総論、外来診療な
どを審議する予定。１０月後半には、がん医療、感染
症対策、生活習慣病対策や、震災対応、災害に強い
医療提供体制などのテーマを予定している。
　１１月前半の審議内容は、認知症医療や、精神科医
療、相談支援体制、訪問看護、在宅歯科、在宅薬剤
管理、在宅医療など。１１月後半に入ると、歯科医療、
調剤報酬、入院診療、外来診療、地域に配慮した評
価、平均在院日数の減少などの審議に移る。後発医
薬品の使用促進は１１月中に検討する予定。さらに、
１１月後半から１２月前半にかけて、医療と介護の連携
も予定している。
　１２月前半には、リハビリテーション、医療安全対
策など、医療従事者の負担軽減、チーム医療、市場
実勢価格を踏まえた検査の適正評価などを予定して
いる。
　１２月前半までに、薬価専門部会は残り８回、保険
医療材料専門部会は残り３回、調査実施小委員会は
１回開催する予定。各専門部会の検討結果は、１２月
前半にも総会に報告される。（９/２９MEDIFAXより）

医師国保問題「適正な政策的判断を」／中医
協で安達委員ら
　行政刷新会議の事業仕分けで、医師国保組合や歯
科医師国保組合に対する国庫の定率補助の廃止を含
む定率補助５段階案（Ｂ案）が採択されていること
について、９月２８日の中医協総会で安達秀樹委員（京
都府医師会副会長）が「Ｂ案の根拠となった財務省
試算には大きな不備があり、Ｂ案を根拠に国保法改
正案を提出することがないよう警告と、お願いをし
ておきたい」と述べ、政策的判断を誤らないよう求
めた。
　日本歯科医師会常務理事の堀憲郎委員もＢ案の根
拠となった試算に疑義を示し、「玉石混交の事業仕分
けの中で、国保に対する補助の見直しは限りなく石
に近い」と問題視した。日本医師会常任理事の鈴木
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邦彦委員も、事業仕分けによる医師国保の補助の見
直しには反対との考えを表明した。
　政府は所得水準の高い医師国保に対する補助を
２０１２年度から５年間かけて段階的に引き下げ、２０１６
年度に廃止する方針を打ち出している。
●「将来予測も正しくない」
　安達委員は「０８年度決算分を見ただけでも、財務
省試算の保険料収入は過大評価されている。支出に
ついても前期高齢者などの補正がされていないほ
か、自家診療分の保険料請求を自粛している実態も
勘案されておらず、過小評価されている。将来予測
においても正しいとは言えない」と指摘した。
　その上で「市町村国保並みの保険料で赤字になる
なら、医師国保が存続する意味がない。解散し市町
村国保や協会けんぽに加入すればいい。しかし、そ
れでは今よりも国庫補助の負担額が膨らむことは明
らかだ」とし、「行政刷新の事業仕分けは、国庫の余
剰な支出を削減することが目的なはずで、医師国保
の定率補助の見直しは回避させることが必要だ」と
述べた。
　厚生労働省保険局国民健康保険課は、現状を踏ま
え試算についてさらに精査したいと回答した。定率
補助の見直しは国保法改正が必要だが、国保課は９
月２８日時点で「法案提出の時期は未定」としている。
　全国医師国保組合連合会は１０月に、国保組合に対
する定率補助廃止反対の決議文を採択する方向で、
政府への攻勢を強めていく方針だ。
（９/２９MEDIFAXより）

新薬創出加算「薬価調査踏まえ検証」／中医
協部会
　厚生労働省は１０月２８日の中医協薬価専門部会に、
次期薬価制度改革に向けた議論の進め方や論点を示
した資料を提出し、了承された。資料では、製薬業
界が本格実施・恒久化を求める「新薬創出・適応外
薬解消等促進加算」について、２０１１年度の薬価本調
査結果などを踏まえ試行的導入の影響に関する検証
を続けることを明記。この資料に基づき１０月中旬に
開催予定の次回以降、議論を深めていくことになっ
た。
　了承されたのは「次期薬価制度改革に向けたこれ
までの主な指摘と今後の議論の進め方」。新薬創出加
算について、適応外薬などの開発・上市状況に加え、
財政影響や後発医薬品の使用状況を薬価本調査結果
を受けて議論することなどを記載している。

　診療側の安達秀樹委員（京都府医師会副会長）や
公益の牛丸聡委員（早稲田大教授）は財政影響額に
ついて、０９年９月の薬価本調査結果に基づき算出し
たデータ（７０２億１０００万円）だけではなく、１０年度実
績データの提出を求めた。しかし厚労省保険局の吉
田易範薬剤管理官は「薬価本調査は２年に１回のた
め、１０年度実績データを示すことはなかなか難しい。
（データは）１１年度の薬価本調査結果を使って示した
い」と理解を求めた。
　支払い側の白川修二委員（健保連専務理事）は
「そもそも加算はドラッグ・ラグ解消が大きな目的だ
った。ラグがどれぐらい短縮したか数字を示してほ
しい」と要請。吉田管理官は、ラグの問題は新薬創
出加算以外の要素も関わっているとしながらも、デ
ータ提出を検討する考えを示した。
　資料ではまた、業界が実現を求める「医療上の必
要性が高い医薬品の薬価を据え置く仕組み」につい
て、「現時点では導入の可否を判断するための材料が
不足している」と指摘。▽薬価を維持する必要性や
患者等へのメリット▽対象品目・期間等の考え方―
の２点を論点に位置付けた。診療側の三浦洋嗣委員
（日本薬剤師会常務理事）は「医療上の必要性が高い
医薬品がきちんと存続できる仕組みが必要。議論し
やすい資料をそろえてほしい」と求めた。
●市場規模予測に疑問の声
　原価計算方式で算定した新薬の市場拡大再算定に
ついては「市場規模が特に大きく拡大した場合に、
市場規模の基準額（１５０億円超）を引き下げて、対象
を広げてはどうか」と明記している。
　対象拡大の是非への意見は出なかったものの、安
達委員は市場拡大再算定と関わる新薬の市場規模予
測について「適応拡大もしないのに（予測より）も
のすごく拡大しているものがあるのは極めて理解し
難い」などと述べ、市場規模予測が正当に評価され
ているかを問いただした。吉田管理官は「薬価算定
組織で正しいかどうか確認している」と答えたが、
安達委員は「またやらせていただきたい」と引き続
き訴えていく姿勢を示した。（９/２９MEDIFAXより）

先進医療４技術を報告／中医協総会
　厚生労働省は９月２８日の中医協総会に、先進医療
専門家会議で先進医療として了承した４件の技術を
報告した。
　報告したのは、第２項先進医療として了承した「不
可逆的小腸不全に対する生体ドナーからの小腸部分
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移植」と「多血小板血漿を用いた難治性皮膚潰瘍治
療」の２件のほか、第３項先進医療（高度医療）と
して了承した「原発性ＡＬアミロイドーシスに対す
るボルテゾミブ・メルファランを用いた併用療法」
と「腹膜播種を伴う胃癌患者に対するパクリタキセ
ル腹腔内投与併用療法」の２件。
（９/２９MEDIFAXより）

臨床検査の保険適用５件を了承／中医協総会
　中医協は９月２８日の総会で、臨床検査の保険適用
５件を了承した。内訳は、測定方法が新しい「区分
Ｅ２」２件、測定項目が新しい「区分Ｅ３」３件。
１０月に収載予定。
　「区分Ｅ２」で了承したのは、測定項目「抗好中球
細胞質ミエロペルオキシダーゼ抗体（ＭＰＯ－ＡＮ
ＣＡ）」に対する測定方法「ＣＬＥＩＡ法」（２９０点）
など。「区分Ｅ３」で了承したのは、測定項目「レジ
オネラ核酸同定検査」に対する「ＬＡＭＰ法」（３００
点）など。（９/２９MEDIFAXより）

高額薬剤３成分の出来高算定を了承／中医協
総会
　中医協は９月２８日の総会で、薬剤費が高額な医薬
品３成分について、次期診療報酬改定までＤＰＣの
包括評価対象外とし出来高算定とすることを了承し
た。出来高になるのは▽ボルテゾミブ▽カルボプラ
チン▽オクトレオチド酢酸塩─の３成分で、いずれ
も抗がん剤。厚生労働省は「告示された当日から出
来高になるが、告示日は未定」としている。
（９/２９MEDIFAXより）

特別枠に「ヘルスケア産業創出」／経産省概
算要求
　経済産業省は９月２９日、２０１２年度予算の概算要求
を公表した。新成長戦略などに充てる特別枠「日本
再生重点化措置」には、医療機器と技術の一体的な
海外展開など「ヘルスケア産業の創出」に３３億円を
要望。経済連携の推進に向け、外国人看護師・介護
福祉士候補者に対する事前研修事業も新規に盛り込
んだ。
　ヘルスケア産業の創出では、医療機器産業分野の
輸入超過を改善するため、医療現場が抱える課題の
解決に役立つ医療機器の開発を中小企業と連携して
推進。さらに、医療サービスと医療機器などが一体
となった海外展開を推進するとともに、外国人患者

の受け入れ推進のための環境整備を行う。
　外国人看護師・介護福祉士候補者に対する事前研
修事業には、６.３億円を要望。経済連携協定（ＥＰＡ）
に基づく候補者に対し、日本語教育など来日前に必
要な研修を行う。（９/３０MEDIFAXより）

「地域医療復興の方向性」を了承／宮城県地
域医療復興検討会議
　宮城県が東日本大震災後の医療復興に向けて設置
した「宮城県地域医療復興検討会議」は９月１５日、
全体会議とワーキンググループの合同会議を開き、
同県保健福祉部医療整備課が提示した「地域医療復
興の方向性」の取りまとめ案を了承した。取りまと
めでは、石巻医療圏での中・長期的課題の中で石巻
赤十字病院の機能強化を明記し、同医療圏の中核的
医療機関に位置付ける方針を示した。
　石巻赤十字病院については「石巻市立病院と石巻
赤十字病院の医療資源および機能を最大限生かすこ
とを前提とした検討が必要」とした上で、高次救急
や急性期医療、専門医療などの機能拡充を図り、同
医療圏内の病院・診療所と連携して機能強化を進め
る方針を示した。
　その一方、震災で壊滅的な被害を受けた石巻市立
病院については、石巻赤十字病院との機能連携を前
提に「今後の方向性について検討が必要」と指摘し、
同会議で議論された「共同化」などについて具体的
な対応策を示すまでに至らなかった。同県保健福祉
部の岡部敦部長は会議後の会見で「石巻市立病院は
医師や看護師らの流出防止を図りながら今後の復旧
を考える必要があるとの意見もあった。石巻市長は
市議会の議論も踏まえ、最終的な決断を示されるの
ではないかと思っている」と述べた。
　このほか取りまとめでは、石巻市立雄勝病院につ
いて無床診療所化の検討と在宅医療の充実・強化も
明記した。石巻市立牡鹿病院については震災前の医
療機能を確保しつつ、当面は現状の医療提供体制を
維持するとした。女川町立病院は１０月１日から１９床
の有床診療所に移行し、２０１１年度末までに１００床の介
護老人保健施設として整備することになっている。
（９/１６MEDIFAXより）

復興計画のたたき台を提示／福島県・検討委
分科会
　福島県が東日本大震災後の復興計画策定に向けて
設置した福島県復興計画検討委員会の第２分科会が
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９月２６日に開かれた。医療関係者から福島県医師会
の星北斗常任理事が委員として参加した。同県は８
月１１日に決定した「福島県復興ビジョン」に基づく
主要施策のうち、同分科会が担当する「未来を担う
子ども・若者の育成」「地域のきずなの再生・発展」「災
害に強く、未来を拓く社会づくり」について具体的
な取り組みや事業を盛り込む「福島県復興計画」の
たたき台を示した。
　たたき台では、すでに予算化されている事業や
２０１１年度９月補正予算案に計上した事業のほか、今
後検討していく事業も例示した。主要施策の「災害
に強く、未来を拓く社会づくり」では、「災害時にも
対応できる保健・医療・福祉提供体制の構築」に取
り組む中で「浜通り地方の地域医療を再生するため
の事業」や「地域医療の復興を担う看護学生支援事
業」「災害時医薬品等備蓄供給事業の取り組みの強
化」「災害時の健康支援マニュアル等整備・研修事業」
「医療支援のための看護職員派遣システムの構築」な
どの検討を進める。
　星委員は同分科会で、福島県立医科大が東京電力
福島第一原子力発電所事故を受けて放射線医学県民
健康管理センター（仮称）など５施設を新設すると
した一部報道を取り上げ、同検討委が関知しない中
で議論が進められていることを強く抗議した。県担
当者は、福島医科大を中心に検討が進められている
ことに理解を求める一方、同検討委での取り扱いに
ついても「検討する」と述べた。
（９/２７MEDIFAXより）

浜通り地方の地域医療を再生／福島県の「復
興計画」たたき台
　福島県は１０月２日の福島県復興計画検討委員会第
１分科会に提示した「福島県復興計画」のたたき台
で、「浜通り地方の地域医療を再生するための事業」
を盛り込む方針を示した。東京電力福島第一原子力
発電所事故に伴う緊急時避難準備区域の解除により
地域住民が戻った際の医療体制を確保するととも
に、浜通り全体の医療体制の強化を図る。「福島県復
興計画」のたたき台で、今後検討する事業例に挙げ
た。
　福島県は東日本大震災後の復興計画策定に向けて
同委員会を設置し、具体的な議論を進めるため３分
科会を設け、８月１１日に決定した「福島県復興ビジ
ョン」に基づく主要施策を各分科会に割り振った。
第１分科会が担当する主要施策の「応急的復旧・生

活再建支援・市町村の復興支援」には「教育・医療・
福祉の維持確保」が盛り込まれ、地震・津波に加え、
原発事故でも甚大な被害を受けた浜通り地方の「医
療体制の早急な復旧」を具体的取り組みとして打ち
出した。「浜通り地方の地域医療を再生するための事
業」は復興計画のたたき台で、同県が今後、財源確
保を含めて検討する事業として例示した。
　同分科会は主要施策の「原子力災害の克服」も担
当する。この中に盛り込んだ「全ての県民の健康の
保持・増進」では、「県立医科大学での放射線医学に
関する研究や診療機能の強化」を具体的取り組みに
挙げ、今後検討する事業として「放射線医学・最先
端診断治療センターの整備」「最先端医療提供のため
の人材確保」を例示した。このほかの具体的取り組
みでは「放射線健康障害の早期診断・最先端治療拠
点を創設」「国際的な保健医療機関の誘致」「疾病予
防・早期発見・早期治療による保健医療先進県の創
造」などを示した。（１０/４MEDIFAXより）

東日本大震災津波復興計画を報告／岩手県・
医療分野専門家会議
　岩手県は９月３０日、東日本大震災発生を受けて設
置した「岩手県復興に向けた医療分野専門家会議」
（会長＝石川育成・岩手県医師会長）の４回目の会合
を開き、同県が策定した「岩手県東日本大震災津波
復興計画」に盛り込んだ保健・医療・福祉分野の取
り組み項目などを報告した。８月１日施行の総合特
別区域法に基づく同県全域を対象とした総合特区の
申請を行ったことも明らかにした。さらに、気仙・
釜石・宮古の各保健医療圏ごとに現状と課題をまと
めた資料を提出し、各保健医療圏の医療・福祉提供
体制について、被災後の患者動向などを詳細に分析
しながら、地域の状況に応じて今後取り組むべき課
題を抽出する必要があるとの方針を示した。
　岩手県が８月１１日に策定した「岩手県東日本大震
災津波復興計画」は復興基本計画と復興実施計画で
構成する。復興基本計画は２０１１年度から１８年度まで
の８年間が計画期間。復興実施計画は１１－１３年度、
１４－１６年度、１７－１８年度の３期に区分し、今回は第
１期計画をまとめた。
　復興基本計画の取り組み項目として「災害に強く、
質の高い保健・医療・福祉提供体制の整備」を盛り
込み、「緊急的な取り組み」「短期的な取り組み」「中
期的な取り組み」に分けて今後の方向性を示した。
中期的取り組みでは▽新たなまちづくりと連動し、

京都保険医新聞

第１４８号２０

２０１１年（平成２３年）１０月２5日　毎月５日・ 20日・ 25日発行 （昭和２６年３月５日第３種郵便物認可）　第２８０１号



人口集積の状況や高齢者等の支援ニーズに対応した
保健・医療・福祉施設を整備▽地域の保健・医療・
福祉の関係機関の機能を最大限に発揮する「遠隔医
療」の導入などによるネットワークシステムの再構
築▽高齢者等の要援護者が地域で安心して生活でき
る保健・医療・福祉の連携による地域包括ケアシス
テムの構築―などを課題に挙げた。
　小川彰委員（岩手医科大学長）は「まちづくりが
なかなか進まない大きな原因は、国の方針が決まら
ず、原資が定まらないからだ」と指摘し、同県に国
への働き掛けを強く求めた。また、同県は県域が広
大であることも踏まえ、遠隔医療の実現は医療資源
の効率化で問題解決につながると期待を寄せた。高
齢化の進展も見据え、地域包括システムの重要性も
強調した。（１０/３MEDIFAXより）

特定健診・保健指導制度の廃止を要求／保団連
　保団連は９月１２日、保険者による特定健診・特定
保健指導制度を廃止し、市町村主体の老人保健法に
よる基本健診を復活させ、７５歳以上の高齢者や医療
保険未加入者への健診を保障するよう求める要望書
を野田佳彦首相と小宮山洋子厚生労働相宛てに提出
した。保団連は「疾病の早期発見、早期治療を目指
すためには特定健診項目だけでは不十分。頻度の高
い疾病などの検診や事業所健診の充実が必要だ」と
している。
　保団連はこのほか▽被用者保険本人への保健指導
は労働安全衛生法によって全被用者に実施▽被用者
保険本人を除く全国民への保健指導を公衆衛生行政
として無料化▽特定健診を継続する場合には「医療
費適正化の推進」を目的とせず、後期高齢者医療制
度支援金の加減算を廃止▽特定健診のデータの一元
管理やレセプトとの突合を行わない－などを求めて
いる。（９/１３MEDIFAXより）

 

２４時間定期巡回・随時対応で基準と報酬体系
案／介護給付費分科会
　厚生労働省は９月２２日の社会保障審議会・介護給
付費分科会（分科会長＝大森彌・東京大名誉教授）
に、改正介護保険法で創設した定期巡回・随時対応

サービスの基準案と報酬体系案を示した。地域特性
や利用者数の違いなどに対応できるよう、２４時間の
対応体制を確保した上で事業所が柔軟に職員数を決
められる仕組みとすることを提案。報酬体系につい
ては、包括払い方式を基本とする方向性を示した。
この日は厚労省案をめぐってさまざまな意見が上が
ったため、詳細は今後詰める。
　同サービスでは、１つの事業所で訪問介護と訪問
看護を一体的に提供する「介護・看護一体型」と、
訪問介護を行う事業所が地域の訪問看護事業所と連
携してサービス提供する「介護・看護連携型」の２
種類を想定している。厚労省は「一体型事業所」に
配置する看護職員の必要数について、利用者全員が
医師の指示に基づく看護サービスが必要なわけでは
ないことを踏まえ「サービスの提供に必要な数以上」
とすることを提案。訪問介護員については、最低基
準として夜間対応型訪問介護を参考としつつ、２４時
間の職員確保を前提に柔軟な職員配置を可能とする
方向性を示した。
　報酬体系は包括払い方式を基本とし、医師の指示
に基づく訪問看護を受ける利用者と、それ以外の利
用者を分けて設定する案を示した。
　介護老人保健施設や特別養護老人ホームなどの夜
勤職員の活用や、サービス付き高齢者向け住宅の住
人らにサービス提供を行う場合は、囲い込み防止の
観点から地域住民への展開を義務付けることも提案
した。（９/２６MEDIFAXより）

厚労省、複合型サービスで人員基準案／社保
審・介護給付費分科会
　２０１２年度から介護保険制度に創設する「複合型サ
ービス」の概要が固まった。これまで小規模多機能
型居宅介護であまり引き受けられなかった医療ニー
ズの高い要介護高齢者に対応できる体制を敷く。厚
生労働省は９月２２日の社会保障審議会・介護給付費
分科会で人員配置基準案を示したほか、複合型サー
ビスで看護師は医師の指示の下「診療の補助」とし
て一定の医療行為を実施できるようにすることなど
を提案した。委員からは目立った異論はなかった。
支払い方式は包括報酬として、さらに検討を進める。
　この日の会合で厚労省は、施設や設備、介護職の
従事者数やサービス提供範囲などで、既存の小規模
多機能事業所や訪問看護事業所の要件を踏襲する案
を示した。利用者の医療・看護ニーズに対応するた
めの看護職の配置については２.５人を基準に▽２４時

京都保険医新聞

２１

情
勢
ト
ピ
ッ
ク
ス

第１４８号

２０１１年（平成２３年）１０月２5日　毎月５日・ 20日・ 25日発行 （昭和２６年３月５日第３種郵便物認可）　第２８０１号



間の訪問体制を確保した場合は評価する▽看護職の
夜勤・宿直配置は必要に応じた体制を確保できる基
準にする▽（医療機関などにある）訪問看護登録事
業所が十分な人員を確保した上で複合型サービスを
一体的に運営する場合は看護職の兼務を認める─な
どを挙げた。また、複合型サービスでは、訪問看護
指示書と主治医への報告を前提に「診療の補助」を
行えるようにすることを提案した。
　管理者要件については、日本看護協会が実施して
いる複合型のモデル事業の経過を報告した齋藤訓子
委員（日看協常任理事）が、在宅での緊急時や看取
りの対応を踏まえたケア方針を立てる必要性から、
訪問看護経験のある看護師または保健師に限定すべ
きと意見した。
　厚労省が示した概要案では、既存の訪問看護事業
所が複合型サービスとしての人員配置基準も併せて
満たして設備や従事者を整えて複合型サービスも提
供する場合、看護職については兼務を可能にして柔
軟な人員配置ができるようにすることも示唆され
た。訪問看護事業所が主体的に複合型サービスを新
たに開始しようとする場合、単独では、小規模多機
能型の機能を新たに付与する必要があるが、有床診
などの医療機関に併設する訪問看護事業所の場合、
既存のインフラと人材が有効活用できる。この点に
関して三上裕司委員（日本医師会常任理事）は、兼
務を認める方向性を支持した上で、小規模多機能が
提供する「通い」「訪問」「泊まり」のうち「泊まり」
の重要性を強調し、有床診を活用して複合型サービ
スが普及すれば、これまでレスパイトケアの観点か
ら繰り返し必要性が議論されてきた「ショートステ
イ」のニーズも同時に満たすことができるとして「非
常に期待している」と述べた。
　１２年度から創設される小規模多機能と訪問看護の
複合型サービスは、今後増えることが想定されてい
る医療ニーズの高い要介護高齢者の在宅療養を支え
るために、基本的には小規模多機能型居宅介護事業
所に訪問看護を加えるというイメージ。一定の医療
行為やリハビリテーション、看護師のアセスメント
などを可能にするサービスで、厚労省が９月２２日の
会合に示した資料でも、在宅での看取り体制の整備
に向けた効果や、複合型との柔軟な人員配置により
訪問看護ステーションの規模拡大や経営安定化を図
る効果に言及している。（９/２６MEDIFAXより）

処遇改善交付金「予算編成過程で検討」／介
護関係の概算要求
　厚生労働省は２０１２年度予算の概算要求で、介護サ
ービスの確保分に前年度から１２４６億円増の２兆４１７０
億円を計上した。介護報酬に組み込むのか交付金で
継続するのか注目が集まっている介護職員の処遇改
善策については「予算編成過程で検討する」とした。
　介護給付や地域支援事業の実施など、安定的な介
護保険制度の運営に必要な費用分に２兆３９２５億円
（対前年度比１２４６億円増）を計上。新規施策では、閉
じこもりなどにより通所での事業参加が困難な高齢
者に対し、生活機能の低下予防に効果的な訪問型介
護予防プログラムの開発などを行う「市町村介護予
防強化推進事業」に２.８億円を計上した。福祉用具や
介護ロボットなどの実用化支援費用には１１年度と同
額の８３００万円を計上した。
　地域包括ケアの推進分では、前年度比１５億円増の
４３億円を計上。新規施策として、地域包括支援セン
ターの機能強化を図る「地域ケア多職種協働推進等
事業」に１０億円を充てる。在宅医療の医師やリハビ
リ職らが、地域包括支援センターに助言する仕組み
の構築などを図る。このほか、認知症を持つ人の生
活支援施策に３１億円（同４億円増）を計上した。
（９/２８MEDIFAXより）

老人保健福祉関係に２兆４２１３億円／厚労省１２
年度概算要求
　厚生労働省は２０１２年度予算の概算要求で、老人保
健福祉関係予算に前年度から１２６１億円増の２兆４２１３
億円を計上した。老健局計上分は、前年度比１０３５億
円増の１兆９４５９億円。地域包括ケアの推進に向けて、
地域包括支援センターの機能強化や、改正介護保険
法で創設した新サービスの普及促進などを財政支援
する。
　新規事業として１０億円を計上した「地域ケア多職
種協働推進等事業」では、地域包括支援センターの
多職種連携機能を強化する。多職種が集まってケア
マネジャーのケアプラン作成への助言などを行う
「地域ケア会議」の実施費用などを助成する事業で、
在宅医療の医師やリハビリ職、地域保健の医師や保
健師等の助言を行う専門職確保の費用などが対象と
なる。
　介護予防などの地域支援事業実施分には、前年度
と同額の６４２億円を計上。改正介護保険法で創設した
「介護予防・日常生活支援総合事業」が新たに項目に
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加わる。
　在宅医療と介護の推進に向けた新規施策には３５億
円を計上。改正介護保険法で創設した「複合型サー
ビス事業所」や、「定期巡回・随時対応サービス」の
開設費用などを助成する。
　東日本大震災で甚大な被害を受けた宮城県・仙台
市で１２年度に開催予定の「全国健康福祉祭（ねんり
んピック）」に対する支援には、前年度予算額の８７００
万円から倍増以上の２.１億円を計上した。
　福祉用具・介護ロボットの実用化支援には８３００万
円、訪問看護支援事業の実施には２.２億円を計上。介
護給付費負担金には１兆４４９９億円、調整交付金には
４０７３億円、４０－６４歳の２号保険料国庫負担金には
４７１２億円を計上した。（１０/３MEDIFAXより）

介護報酬の単位一律下げか、単価下げか／地
域区分見直しで厚労省
　厚生労働省は、２０１２年度の介護報酬改定に併せて
行う地域区分の見直しで、給与水準が高い都市部な
どの上乗せ分の財源を捻出するための選択肢を▽１
単位１０円の単価を引き下げる▽１単位１０円のまま各
サービスの基本報酬の単位を全体的に引き下げる─
の２つに絞って検討を開始した。改定率とは切り離
し、財政中立の考え方に沿って、９月３０日に公表す
る介護事業経営実態調査（介護実調）の結果などを
踏まえて検討する。
●給与水準考慮した格差是正措置
　地域区分の見直しは、恒久的な介護人材不足に悩
む都市部の給与水準に介護報酬を近づけるための格
差是正措置。介護報酬の水準を全体的に引き下げて
捻出できる分を地域の給与水準に合わせて再配分す
る手法は、上乗せ割合が０％の「その他」に該当す
る地域の事業所で、相対的に報酬減となることが懸
念される。これに対し厚労省は、「その他」の地域に
ある事業所は数が最も多いため、引き下げ幅は低く
抑えることができるとしている。
●１３４自治体が「上乗せあり」へ繰り上げも
　５区分から７区分へ見直すことで、地域区分が変
更となる自治体もある。現在「その他」の地域区分
で上乗せ０％の自治体のうち、上乗せ割合がある地
域区分に１３４自治体が繰り上がる可能性がある。各自
治体は現在、１２年度から３年間の保険料を定める介
護保険事業計画を策定中だが、上乗せ割合がどの程
度になるかは保険料に大きく影響する。相対的に利
用者負担も増えるため、地域住民への周知も必要に

なる。
　厚労省は今後、介護実調の結果を踏まえ、国家公
務員給与の地域区分をそのまま当てはめることが適
当かどうか検討し、併せて区分変更に伴う影響を抑
えるための緩和措置についても必要性を検討する。
●サービスごとの人件費率も見直す可能性
　地域区分の上乗せ割合と同様に、地域ごとの介護
報酬１単位単価の算出根拠となる人件費率も見直す
可能性がある。現在は、介護報酬サービスの種類ご
とに「７０％」「５５％」「４５％」の３類型に分けて定め
ているが、厚労省は、地域区分の見直しに伴って人
件費率の見直しの必要性も検討する方針だ。
（９/３０MEDIFAXより）

介護基盤、０９－１１年度に１４万人分整備／厚労
省が見通し
　介護老人保健施設や特別養護老人ホームなどの介
護基盤は、２００９－１１年度の３年間で１４万人分が整備
される見通しであることが９月３０日、厚生労働省の
調べで分かった。厚労省は、同期間中に１６万人分の
整備を目標としていた。
　厚労省の調べによると、０９年度実績は２.９万人分、
１０年度実績は４.８万人分で、１１年度見込みは６.３万人。
３年間で最も整備量が多いのは神奈川県の１万１７１７
人分で、次いで東京都の１万６４人分、大阪府の８６０１
人分となった。最も整備量が少ないのは徳島県の３４８
人分で、２番目に少ないのは鳥取県の３８０人分だっ
た。
　施設種類別の内訳では、特養が６.６万人分、認知症
高齢者グループホームが３.４万人分、老健が２.０万人
分、小規模多機能型居宅介護事業所が１.６万人分、ケ
アハウスが０.４万人分。（１０/３MEDIFAXより）

 

国民医療費３６兆円、過去最高額／０９年度集計・
厚労省
　厚生労働省は９月２９日、２００９年度「国民医療費の
概況」を公表した。国民医療費は３６兆６７億円（前年
度比３.４％増、１兆１９８３億円増）で過去最高額を更新。
人口１人当たりの国民医療費は２８万２４００円（３.６％
増、９８００円増）となった。国内総生産（ＧＤＰ）に
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対する国民医療費の比率７.６０％（０.５３ポイント上昇）
と、国民所得に対する比率１０.６１％（０.７２ポイント上
昇）も過去最高の高さだった。
　厚労省は医療費自然増の要因について、高齢化に
よるものが１.４％増、人口減の影響が０.１％減、医療の
高度化・その他の影響が２.２％増とみている。
　制度区分別に見ると、医療保険等給付分は１７兆
３３６８億円（２.３％増、構成比率４８.１％）、後期高齢者医
療給付分は１１兆３０７億円（５.８％増、３０.６％）、公費負
担医療給付分は２兆４６０１億円（５.５％増、６.８％）、患
者負担分は４兆９９２８億円（１.６％増、１３.９％）となっ
ている。軽減特例措置は２.８％増加した。
　財源別に見ると、公費分は１３兆４９３３億円（構成比
率３７.５％）だった。そのうち国庫分は９兆１２７１億円
（２５.３％）、地方分は４兆３６６２億円（１２.１％）となって
いる。保険料分は１７兆５０３２億円（４８.６％）で、その
うち事業主分は７兆３２１１億円（２０.３％）、被保険者分
は１０兆１８２１億円（２８.３％）だった。その他は５兆１０２億
円で、そのうち患者負担分は４兆９９２８億円（１３.９％）。
　診療種類別に見ると、一般診療医療費は２６兆７４２５
億円（３.０％増、構成比率７４.３％）となった。そのう
ち入院医療費は１３兆２６０２億円（３.４％増、３６.８％）、入
院外医療費は１３兆４８２３億円（２.６％増、３７.４％）だっ
た。歯科診療医療費は２兆５５８７億円（０.７％減、７.１％）、
薬局調剤医療費は５兆８２２８億円（７.９％増、１６.２％）、入
院時食事・生活医療費は８１６１億円（０.１％増、２.３％）
となっている。
　患者の年齢層を階級別に見ると、０－１４歳は２兆
２５９５億円（構成比率６.３％）、１５－４４歳は４兆８９５１億
円（１３.６％）、４５－６４歳は８兆９０４２億円（２４.７％）、６５
歳以上は１９兆９４７９億円（５５.４％）。人口１人当たりの
国民医療費を年齢階級別に見ると、０－１４歳は１３万
２８００円、１５－４４歳は１０万３３００円、４５－６４歳は２６万１０００
円、６５歳以上は６８万７７００円となった。
　一般診療医療費を主傷病で分類すると、「循環器系
疾患」が最も多く５兆５３９４億円（構成比率２０.７％）、
次いで「新生物」が３兆３９９３億円（１２.７％）、「呼吸
器系疾患」２兆８８４億円（７.８％）、「筋骨格系および
結合組織疾患」１兆９９８７億円（７.５％）、「腎尿路生殖
器系疾患」１兆＋９８７０億円（７.４％）となった。６５歳
未満では「新生物」が１兆４１６４億円（１２.３％）で最
も多く、６５歳以上では「循環器系疾患」４兆１７９６億
円（２７.４％）が多かった。性別で見ると、男性は「循
環器系」「新生物」「腎尿路生殖器系」の順に多く、
女性では「循環器系」「新生物」「筋骨格系および結

合組織」の順だった。（９/３０MEDIFAXより）

１０００万円以上の高額レセプトは１７４件／１０年
度、健保連まとめ
　健保連は９月８日、２０１０年度に実施した「高額医
療給付に関する交付金交付事業」に申請された事案
のうち、１カ月の医療費が１０００万円以上だったもの
が過去最高の１７４件で前年度より１９件増加したこと
を明らかにした。５００万円以上の高額レセプトは、前
年度より３０９件増の３８５３件で過去最高となった。
　１７４件の疾病別の内訳は循環器系疾患８８件（５１％）、
血友病４１件（２４％）、悪性腫瘍１３件（７％）、その他
３２件（１８％）だった。
　１０年度の高額レセプトのうち最高額は、血友病の
患者で４６３９万２６８０円だった。（９/９MEDIFAXより）

平均保険料率１０％超の公算／協会けんぽ１２年
度試算
　全国健康保険協会の小林剛理事長は１０月４日に会
見し、２０１２年度には協会けんぽの全国平均保険料率
が１０％を超えるとの試算結果を公表した。１１年度の
全国平均保険料率は９.５０％。仮に７０－７４歳の高齢者
の自己負担額を１割のままとした場合には、１２年度
の平均保険料率は１０.２０％（０.７０ポイント増）になる。
このうち高齢者医療への拠出金による負担は０.４ポ
イントを占める。自己負担を２割に引き上げた場合
でも、１２年度の平均保険料率は１０.１４％（０.６４ポイン
ト増）まで高まり、いずれのケースでも１０％を超え
る見通しとなった。
　同協会の試算によると、平均保険料率を９.５０％か
ら１０.２０％に引き上げた場合、標準報酬月額２８万円、
賞与月額年１.４１月とすると、被保険者１人当たりの
保険料負担（労使折半前）は年額で２万６２８４円増
（３５万６７０６円から３８万２９９０円に引き上げ）、月額で
２１９０円増（２万９７２６円から３万１９１６円に引き上げ）
になる。同協会は９月の標準報酬の定時決定実績を
踏まえた上であらためて推計し、最終的な平均保険
料率を設定する予定。
　同協会は平均保険料率の「３年連続引き上げ」
「１０％超水準」を避けたいとしてきた。このため１２年
度予算の概算要求で医療費に対する国庫補助率を現
行の１６.４％から法律上の上限の２０％に引き上げるよ
う政府関係者に要望してきたが、概算要求の国庫補
助率は１６.４％とされた。そこで同協会が１２年度の収
支見通しを試算したところ、７０－７４歳高齢者の自己
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負担を１割のまま据え置いた場合、必要な保険料収
入は７兆１１１５億円となり、平均保険料率も１０％の大
台に乗る見通しになったという。
　国庫補助率を２０％に引き上げるためには、２８００億
円の予算が必要になる。国庫補助率２０％の場合、平
均保険料率は９.８９％になるという。
　会見した小林理事長は、被保険者１人当たりの保
険給付費が増加し続けているにもかかわらず、加入
者の賃金低下に歯止めがかからないことから、「保険
者の努力だけでは対応できない」と指摘。国庫補助
率２０％への引き上げと、高齢者医療制度の見直しを
引き続き要望していく構えを見せた。
　試算によると、診療報酬の改定率が０.１％で平均保
険料率には０.０９％の影響が出る見通し。小林理事長
は次期改定について「プラス改定という状況ではな
い。私どもの財政状況から考えれば、そう言わざる
を得ない」と述べた。（１０/５MEDIFAXより）

療養病床は３３００床減の３３万３０００床／１０年の動
態調査・病院報告
　厚生労働省は１０月４日、２０１０年の医療施設（動態）
調査と病院報告の結果を公表した。
　医療施設の数・病床数・診療科目などを調べる医
療施設（動態）調査によると、全国の病院施設数は
８６７０施設・１５９万３３５４床で、前年（０９年）と比べて６９
施設減・８１２２床減となった。一般診療所は９万９８２４
施設・１３万６８６１床で、前年と比べて１８９施設増・４９５６
床減。歯科診療所は６万８３８４施設・１２４床で、前年と
比べて２８７施設増・２床増となった。
　病院の病床種類別に見ると、一般病床は９０万３６２１
床（前年比２７８０床減）、療養病床は３３万２９８６床（同３２８７
床減）、精神病床は３４万６７１５床（同１４０６床減）、結核
病床８２４４床（同６８０床減）、感染症病床１７８８床（同３１
床増）となった。
　小児科を標榜する一般病院は２８０８施設で、前年よ
り４５施設が減少した。産婦人科（産科）を標榜する
一般病院は１４３２施設で、前年より４２施設が減少した。
●病院の常勤医師２.５％増、社会福祉士は１５.２％増
　病院の患者数や医療従事者数を集計する病院報告
によると、１日平均在院患者数は前年より０.４％多い
１３１万３４２１人となった。１日平均外来患者数は同
０.３％少ない１４１万２２４５人となった。
　病院の平均在院日数は３２.５日で前年よりも０.７日短
縮した。
　病院の従事者数（常勤換算）を見ると、医師は１９

万５３６８.１人で２.２％増えた。このうち常勤医師は１５万
７１６６人で２.５％増、非常勤医師は３万８２０２.１人で１.１％
増だった。看護師は６８万２６０３.９人で３.４％増えた。増
加率では社会福祉士が１５.２％増の５９７１.３人と最も高
かった。
　人口１０万人に対する病院の医師数（常勤換算）は
平均１５２.６人だった。都道府県別に見て、最も多いの
は高知県で２２１.６人。次いで徳島県（２０４.７人）、福岡
県（１９４.７人）、東京都（１９３.２人）、京都府（１９２.７人）
と続いた。一方、最も低かったのは埼玉県で１０５.６人。
千葉県（１１８.２人）、三重県（１１８.６人）、静岡県（１２０.２
人）、岐阜県（１２０.４人）と続いた。
 

 

　記事文末に（MEDIFAXより）と記載しているものは、 
契約に基づき株式会社じほう発行の「MEDIFAX」より転
載・一部改変を許諾されたものです。 
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　福島第１原発事故の収束のめど
は、依然立っていません。原発・
放射能汚染の危険性については、
すでに多くの自然科学者が解明し
ていますが、「政治学」の立場から
はまだ検討されていない「なぜ」
があります。
　１つは、そもそもなぜ日本政府
は、狭く地震大国でもある日本に
かくも多数の原発の建設を企てた
のか。そして、電力会社はなぜ安
全対策の手抜きをやったのか、と
いう問いです。「安全神話」に寄り
かかったといわれますが、スリー
マイル、チェルノブイリの経験の
あとに政府や東電が建設をすすめ
たのは、彼らがどうしようもない
無知であるというのでなければな
ぜなのでしょうか。２つめは、な
ぜ、原発を導入した地域・自治体
は、それを容認してきたのか、と
いう問いです。

 

　日本で原発が大量に建設された
のは、自民党政権の手で推進され
た大企業本位の経済成長政策の所
産でした。もともと戦後日本の経
済に不可欠のエネルギーは、水力
と石炭を主力にしていました。と
ころがエネルギー政策は、１９６０年
代初頭に石油中心に急激な転換を
します。当時アメリカは、世界の
エネルギーの相当量を産出するサ
ウジアラビア、イラン、イラクな
どの中東産油国に対する支配権を
確立し、石油巨大企業メジャーズ
による油田開発と技術革新で、原
油の増産体制を確立しました。販
売先を求めて、アメリカは従属下
にあった日本に石油を押しつけま
した。政府のほうも、エネルギー
源を水力・石炭から、「水よりも安
い石油」に変えることで競争力の
強化をめざし、思惑が合致して、

１９６２年の原油輸入の自由化以降、
嵐のように石油への転換が強行さ
れ、炭坑の閉山が続きました。通
常の国家であれば、こんな偏った
エネルギー政策はとりませんが、
日本は企業の成長だけを考えたた
めに、極端な政策がとられたので
す。
　安くて優秀な労働力と企業社会
に相まって、安い石油は高度成長
の原動力となりました。７３年には、
日本のエネルギー供給のじつに
７７.４％が石油になってしまったの
です。ところが、７３年の中東紛争、
石油輸入の途絶、原油高騰で、事
態は暗転。今度は嵐のような原発
建設が始まります。２００１年には、
石油は５０％を割り、原子力が
１２.２％にまで至ります。発電に限
れば、２００８年には原子力が２４％で、
石油の倍近くになっています。８０
年代に入り、スリーマイル、チェ
ルノブイリと原発事故が続く中で
世界的には原発見直しが強まる中、
これだけ原発を増設しつづけたの
は、日本が大企業の成長に特化し
た政策を採りつづけたからにほか
なりません。
　それに加えて、９０年代に入ると
グローバル経済下で大企業の競争
力強化をめざす構造改革が展開さ
れ、原発はさらに危険性が増した
のです。企業間競争の激化の中で
エネルギーコストの低下圧力が加
わり、電力自由化がなされると、
電力各社は、耐震性や安全性にか
かるコストの削減に乗りだしたか
らです。こうした開発主義政治、
構造改革の複合が原発事故を引き
起こしたといえます。

 

　それにしても、なぜ福島をはじ
め、原発を有する地域は誘致・建
設を許容してきたのでしょうか。

[一橋大学名誉教授]
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をおこないましたが、正しい政策
です。しかし政府は、浜岡を 人  身 

ひと み

 御  供 にして、他の全原発の稼働を
ご くう

容認し、安全確認の後、再稼働に
踏み切るもくろみです。逆に、私
たちは浜岡原発の稼働停止を出発
点に、全原発の稼働停止、エネル
ギー政策の転換に舵を切る必要が
あります。大企業もエネルギー多
消費産業からの転換をおこなうと
同時に、私たちのライフスタイル
も、より人間らしい方向に変わら
なければならないでしょう。そう
したことを展望して、まずは原発
政策転換に舵を切ることが緊急で
す。
　そして最も必要なことは、地方
に対する構造改革の政治をやめて、
産業や地場産業で生きていける地
域を再建することです。

容認することを余儀なく
されました。電力会社も
さまざまなかたちで補助
金や資金を現地に流し入
れました。原発受け入れ
自治体では、こうした資
金で華美な庁舎や文化施
設が建てられ，町の病院
などの経営立て直しに投
入されたりしたのです。
　さらに、小泉政権のも
とで強行された構造改革
は、自治体の原発依存を強めまし
た。地方財政の削減の中で、原発
立地地域はいっそう原発交付金へ
の依存を強めざるをえなくなった
のです。

 

　ではこうした事態に際し、どう
したらよいのでしょうか。
　まず第１は、福島原発の事故を
収束させるために全力をあげるこ
とです。そのためには、かねて原
発被害を警告してきた、原発に批
判的な学者や政党を対策会議に参
加させることが不可欠です。同時
に、原発事故で露呈した安全基準、
放射線の被爆許容基準を根本的に
見直し、ただちにその基準での運
用をはかることです。
　それと並行して、政府は、稼働
中の全原発を停止しなければなり
ません。菅首相は浜岡原発の停止

その背景にも自民党の利益誘導政
治があります。前回検討したよう
に、高度成長期以降、地方の農業・
地場産業は衰退を余儀なくされま
したが、自民党政権は、地方に公
共事業投資をばらまいて開発を促
進し、企業誘致と雇用を創出して
自民党の強固な支持基盤にしてき
ました。
　ところで、原発を導入してきた
地域をみると、どこも公共事業投
資の恩恵も受けにくい、企業の誘
致も難しい「 僻  地 」です。政府や

へき ち

電力会社はそこにつけ込んで、「最
後の公共事業」として原発誘致を
画策し、地方のほうも、開発のた
めの最後の手段として受け入れを
強要されてきたのです。福島第１
原発・第２原発の建てられた浜通
り地方は、「福島のチベット※１」
といわれ、公共事業の投資も遅れ
てきた地域でした。第２原発建設
をもくろんだ県の職員が地元を説
得する口実は、「大工場がやってく
る」というものだったそうです。
　とくに政府は、エネルギー政策
の転換を図った７４年、電源三法を
制定して電源開発促進税を取って、
これを電源三法交付金というかた
ちで大量の原発立地対策費に注ぎ
込みました※２。２００４年をとると、
原発１０基をもつ福島県が１位で
８２４億円、７基を抱える新潟県、１３
基の福井県と続きます。県や市町
村が電力会社にかける核燃料税も、
地方財政に大きな比重をもちまし
た。過疎で財政に苦しむ県や市町
村では、こうした交付金や税が地
方財政収入中、大きな比重を占め
るようになったのです。
　交付金には期限がありますし、
交付金でつくったハコモノの維持
経費もバカにならない。それが切
れると地方財政はただちに危機に
おちいるため、次の原子炉建設を

クレスコ編集委員会・全日本教職員組合編集
月刊『クレスコ』７月号より転載（大月書店発行）

わたなべ・おさむ
１９４７年生まれ。専門は政治学、憲法、日本近代政治史。
著書に『新自由主義か新福祉国家か―民主党政権下の日
本の行方』（共著、旬報社）、『憲法９条と２５条・その力
と可能性』（かもがわ出版）、『構造改革政治の時代―小
泉政権論』（花伝社）、『憲法「改正」―軍事大国化・構
造改革から改憲へ』、『安倍政権論―新自由主義から新保
守主義へ』（旬報社）ほか多数。

［※１］ 鎌田慧『日本の原発危険地帯』（青志社、２０１１年）８９ページ。
［※２］ くわしくは、大島堅一『再生可能エネルギーの政治経済学』（東洋経済新報社、２０１０年）第１章、

および、鎌田前掲載書を参照。
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資料1
平成２１年度国民医療費の概況

　厚生労働省は、９月２９日に平成２１年度の国民医療費についての費用推計結果概況をまとめ、公表を行った。
　平成２１年度の国民医療費は３６兆６７億円で、前年度に比べ１兆１,９８３億円、３.４％の増加。人口１人当たりでは２８万２,４００円で、
前年度に比べ３.６％の増加。いずれも過去最高となっている。

■ 厚生労働省　２０１１年９月２９日 ■
http://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/k-iryohi/09/dl/data.pdf
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２０１１年度（平成２３年度）第７回　２０１１年９月１３日

Ⅰ．文書報告の確認
【総務部会】
１．前回理事会要録と決定事項の確認
２．第64回定期総会発送状況
３．保団連組織担当者交流会（８月21日）状況
４．『文化ハイキング』下見（８月29日）状況
５．理事者・事務局学習会（９月４日）状況
【経営部会】
１．保険医年金打合せ会（８月２日）状況
２．医院・住宅新（改）築相談室（８月10日）状況
３．雇用管理相談室（８月18日）状況
４．傷害疾病保険審査会（８月23日）状況
５．金融共済委員会（８月24日）状況
６．経営相談室（８月24日）状況
７．保団連近畿ブロック経税担当者会議（８月30日）
状況

８．中級コース医院・診療所での接遇マナー研修会
（９月１日）状況

９．保団連経税担当事務局小委員会（９月３日）状況
10．保団連経税部会（９月４日）状況
【医療安全対策部会】
１．医療機関側との懇談状況
２．法律相談室（８月18日）状況
３．医療事故案件調査委員会（８月19日）状況
４．医師賠償責任保険処理室会（８月22日）状況
５．医療安全対策部会学習会（８月25日）状況
６．高知協会の医療安全研修会（８月28日）状況
【政策部会】
１．医療制度検討委員会（８月４日）状況
２．保団連近畿ブロック緊急学習会（８月21日）状況
３．出版編集会議（８月25日）状況
４．保団連第18回総務会議、東日本大震災対策本部、
医療運動本部会議合同会議（９月１日）状況

【保険部会】
１．保団連研究会活動担当者会議（７月24日）状況
２．保険講習会Ａ（８月18日）状況
３．産婦人科診療内容向上会（８月20日）状況
４．保団連第29回病院・有床診療所セミナー（８月
20・21日）状況

５．第２回医事担当者連絡会議（８月25日）状況
６．Ｙ病院適時調査院内学習会（８月26日）状況

７．京都社会保険医療制度研究会（安達塾）（８月27
日）状況

８．第642回社会保険研究会（９月３日）状況
Ⅱ．確認・承認事項
【総務部会】
１．第64回定期総会（第181回定時代議員会合併）
（７月31日）状況確認の件

２．総務部会（８月２日）状況確認の件
①理事者・事務局学習会の出欠確認の件
②第64回定期総会関連事項確認の件
③2011年度地区交付金関連事項確認の件
④会計ソフト関連事項確認の件
⑤７月度会員増減状況、会員入退会及び異動確認
の件

⑥新規開業会員訪問の件
⑦地区異動関連事項確認の件
⑧地区医師会長との懇談会関連事項確認の件
⑨地区懇談会関連事項確認の件
⑩文化ハイキング関連事項確認の件
⑪地区医師会報回覧の件

３．総務部会（９月６日）状況確認の件
①地区懇談会関連事項確認の件
②協会組織体質の強化（案）の件
③2011年度６・７月分収支報告の件
④７月・８月度会員増減状況確認の件
⑤地区異動関連事項確認の件
⑥文化ハイキング実施確認の件
⑦第10回文化講座関連事項確認の件
⑧文化企画「ワイン教室」関連事項確認の件
⑨前進座創立80周年を祝う関西の会関連事項確認
の件

⑩地区医師会報回覧の件
４．正副理事長・アミス役員合同会議（第３回正副

理事長会議）（８月７日）状況確認の件
５．第４回正副理事長会議（９月８日）状況確認の

件　関理事長
６．2011年度６・７月分収支月計表報告状況確認の
件

７．2011年度地区交付金交付の件
８．会計ソフトのバージョンアップの件
９．７月・８月度会員増減状況確認の件
10．会員入退会及び異動に関する承認の件
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【経営部会】
１．経営部会（８月２日）状況確認の件
①理事者・事務局学習会の出欠確認の件
②第64回定期総会（７月31日）関連事項確認の件
③開業支援（準備）室関連事項確認の件
④融資関係関連事項確認の件
⑤年金関係関連事項確認の件
⑥医賠関係関連事項確認の件
⑦退職金制度セミナー（病院向け）関連事項確認
の件

⑧税理士との懇談会関連事項確認の件
⑨アミス事業関連事項確認の件
⑩共済制度パンフレット発行確認の件
⑪消費税関連情報確認の件
⑫スケジュール確認の件

２．経営部会（９月６日）状況確認の件
①地区懇談会の日程および出欠確認の件
②地区医師会長との懇談会、および地区懇談会関
連事項確認の件

③開業支援（準備）室関連事項確認の件
④融資関係関連事項確認の件
⑤休補関係関連事項確認の件
⑥年金関係関連事項確認の件
⑦医賠関係関連事項確認の件
⑧退職金制度セミナー（病院向け）関連事項確認
の件

⑨税理士との懇談会開催確認の件
⑩アミス事業関連事項確認の件
⑪スケジュール確認の件

【医療安全対策部会】
１．医療安全対策部会（８月２日）状況確認件
①「医師賠償責保険制度収支状況の報告」確認の
件

②紛争状況報告確認の件
③医療安全研修ＤＶＤ関連事項確認の件
④医療安全対策部会学習会関連事項確認の件
⑤医療安全シンポジウム関連事項確認の件
⑥医療事故案件調査委員関連事項確認の件
⑦第２回部会学習会関連事項確認の件
⑧その他情報提供確認の件

２．医療安全対策部会（９月６日）状況確認件
①紛争状況報告確認の件
②医療安全研修ＤＶＤ関連事項確認の件
③地区医師会長との懇談会、ならびに各地区医師
会との懇談会関連事項確認の件

④医療安全シンポジウム関連事項確認の件
⑤開業支援室関連事項確認の件

【政策部会】
１．政策部会（８月２日）状況確認件
①スケジュール確認の件
②「新たな福祉国家を展望する－社会保障基本
法・社会保障憲章の提言」出版記念シンポジウ
ム関連事項確認の件

③保険医討論集会関連事項確認の件
④地区懇談会関連事項確認の件
⑤京都式地域包括ケアと介護保険見直しへの対応
に係る事項確認の件

⑥医療倫理問題、「人体の不思議展」開催中止を求
める運動関連事項確認の件

⑦出版関連事項確認の件
⑧京都社会保障推進協議会関連事項確認の件
⑨ワクチン問題関連事項確認の件
⑩反核・平和の取り組み関連事項確認の件
⑪調査関連事項確認の件
⑫環境対策関連事項確認の件

２．政策部会（９月６日）状況確認件
①スケジュール確認の件
②「新たな福祉国家を展望する－社会保障基本
法・社会保障憲章の提言」出版記念シンポジウ
ム関連事項確認の件

③今後の運動に係る事項確認の件
④地区懇談会関連事項確認の件
⑤京都式地域包括ケアと介護保険見直しへの対応
に係る事項確認の件

⑥医療倫理問題、「人体の不思議展」開催中止を求
める運動関連事項確認の件

⑦出版関連事項確認の件
⑧京都社会保障推進協議会関連事項確認の件
⑨ワクチン問題関連事項確認の件
⑩反核・平和の取り組み関連事項確認の件
⑪調査関連事項確認の件
⑫環境対策関連事項確認の件
⑬九条の会アピールを支持する京都医療人の会関
連事項確認の件

３．保団連10～11年度第19回理事会（８月７日）状
況確認の件

４．京都保険医新聞（第2793・2794・2796号）・メデ
ィペーパー京都/第146号（第2795号）合評の件

【保険部会】
１．保険部会（８月２日・５日）状況と決定事項確
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認の件
①再診料等に関するアンケート関連事項確認の件
②永洩瑛盈健管（京都府の福祉医療制度）に関す
る京都府要請関連事項確認の件

③『薬価基準』『薬効別薬価表』見直しに関するア
ンケート関連事項確認の件

④リハビリテーション制度のあり方（提言）関連
事項確認の件

⑤保団連各専門委員関連事項確認の件
⑥レセプトデータベース横流し報道に係る抗議文
関連事項確認の件

⑦社会保険研究会関連事項確認の件
⑧新点数・診療報酬改善対策関連事項確認の件
⑨社保対策（社保、国保、後期高齢者、労災）関
連事項確認の件

⑩審査、指導、監査対策関連事項確認の件
⑪医療施設問題対策（病院・有床診療所対策）関
連事項確認の件

⑫研究会関係関連事項確認の件
２．保険部会（９月２日・６日）状況と決定事項確

認の件
①地区医師会との懇談会の開催日程及び当面の出
席確認の件

②『薬価基準』『薬効別薬価表』直しに関するアン
ケート関連事項確認の件

③永洩瑛盈健管（京都府の福祉医療制度）に関す
る京都府要請関連事項確認の件

④リハビリテーション制度のあり方（提言）関連
事項確認の件

⑤『保険医のための指導、監査対策ＤＶＤ』の企
画関連事項確認の件

⑥シンポジウム「全ての保険医が監査の『潜在的
対象者』／指導・監査取消処分の現状と改善の
課題」関連事項確認の件

⑦薬剤師会との懇談会関連事項確認の件
⑧『京都府府保険医協会の個別指導、監査対策に
ついて』企画確認の件

⑨その他事項確認の件
⑩新点数・診療報酬改善対策関連事項確認の件
⑪社保対策（社保、国保、後期高齢者、労災）関
連事項確認の件

⑫審査、指導、監査対策関連事項確認の件
⑬医療施設問題対策（病院・有床診療所対策）関
連事項確認の件

⑭研究会関係関連事項確認の件

Ⅲ．開催・出席確認事項
【総務部会】
１．９月中の会合等諸行事及び出席者確認の件
２．地区医師会長との懇談会開催の件
３．『文化ハイキング』開催の件
【経営部会】
１．病院対象経営対策セミナー開催の件
【政策部会】
１．京都社会保障推進協議会総会・記念講演出席の

件
２．人体不思議展ネットワーク　損害賠償請求訴訟

第１回口頭弁論傍聴の件
３．2011年度保団連公害視察会出席の件
Ⅳ．医療政策関連情勢
１．社会保障・税の一体改革に対する患者向け署名

の件
２．野田新内閣の関係省庁の陣容と京都選出国会議

員の担当配置ならびに関連情勢
Ⅴ．診療報酬関連情報　
１．2011年５月度国保合同審査委員会（５月23日）
状況確認の件

２．2011年６月度国保合同審査委員会（６月22日）
状況確認の件

３．2011年７月度国保合同審査委員会（７月25日）
状況確認の件

４．保険審査通信検討委員会（８月５日）状況確認
の件

５．中医協概要報告の件
Ⅵ．要討議事項
【保険部会】
１．『薬価基準』『薬効別薬価表』の全会員配布の見

直しに関するアンケート結果検討の件
２．永洩瑛盈健管（京都府の福祉医療制度）の見直

し方向の確認の件
　　《以上、１３４件の議事を承認した》

２０１１年度（平成２３年度）第８回　２０１１年９月２７日
Ⅰ．文書報告の確認
【総務部会】
１．前回理事会（９月13日）要録と決定事項の確認

の件
２．週間行事予定表の確認の件
【経営部会】
１．傷害疾病保険審査会（９月20日）状況
２．金融共済委員会（９月21日）状況
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【医療安全対策部会】
１．第276回関西医事法研究会（９月10日）状況
２．医療機関側との懇談状況
３．法律相談室（９月15日）状況
４．医療事故案件調査委員会（９月16日）状況
５．医師賠償責任保険処理室会（９月26日）状況
【政策部会】
１．京都社会保障推進協議会運営委員会（８月18日）
状況

【保険部会】
１．保険講習会Ｂ（９月15日）状況
２．医事担当者勉強会（９月21日）状況
Ⅱ．確認・承認事項　
【総務部会】
１．会員入退会及び異動に関する承認の件
【政策部会】
１．医療制度検討委員会（９月７日）状況確認の件
２．「人体の不思議展」を考える京都ネットワーク　

損害賠償請求訴訟第１回口頭弁論（９月21日）
状況確認の件

３．保団連10～11年度第20回理事会（９月11日）状
況確認の件

４．京都社保協運営委員会（９月15日）状況確認の件
５．京都社保協総会（９月15日）状況確認の件
６．環境対策委員会（９月15日）状況確認の件
７．第26回保団連医療研究集会（９月18・19日）状
況確認の件

８．本紙（第2797号）・メディペーパー京都/第147号

（第2798号）合評の件
【保険部会】
１．シンポジウム「全ての保険医が監査の『潜在的

対象者』／指導・監査・取消処分の現状と改善
の課題－東京高裁H23.5.31判決（溝部訴訟）を
踏まえて」（９月10日）状況確認の件

Ⅲ．開催・出席確認事項
【総務部会】
１．10月中の会合等諸行事及び出席者確認の件
２．各部会開催の件
３．2011年度地区懇談会開催の件
４．有限会社アミス第16期決算報告会・監査開催の

件
【経営部会】
１．新規開業支援室立ち上げのための準備会議開催

の件
【政策部会】
１．医療制度検討委員会開催の件
２．介護保険制度問題学習会講師派遣の件
３．「新たな福祉国家を展望する－社会保障基本

法・社会保障憲章の提言」出版記念シンポジウ
ム開催の件

４．兵庫協会政策研究会参加の件
Ⅳ．要討議事項
【政策部会】
１．保団連近畿ブロック会議（９月10日）状況確認
の件

Ⅴ．医療政策関連情勢
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11月の相談室
担当＝竹内建築士１１月９日（水）午後２時～医院・住宅

新（改）築
担当＝三井生命のＦＣ
　　　（ファイナンシャルコンサルタント）１１月１７日（木）午後１時～ファイナンシャル
担当＝江頭弁護士１１月１７日（木）午後２時～法 律
担当＝河原社会保険労務士１１月１７日（木）午後２時～雇 用 管 理
担当＝藤田税理士１１月２４日（木）午後２時～（※）経 営

開催日の３日前までに協会事務局へお申込み下さい。３０分間無料です。
※定例日は第４水曜日ですが、今月は祝日のため翌日開催となります。



１．在宅療養あんしん病院登録システムについて
Ⅵ．診療報酬関連情報
１．保険審査通信検討委員会（９月２日）状況確認

の件
２．理学療法士会・作業療法士会・言語聴覚士会と

の懇談会（９月10日）状況確認の件
３．2012年度診療報酬・介護報酬同時改定を巡る動
き

Ⅶ．理事長提案事項
１．理事会運営および協会活動について
　　《以上、２５件の議事について承認した》
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11月のレセプト受取・締切
14日㈪労

災
10日㈭9日㈬基金

国保 ◎◎○

※○は受付日、◎は締切日。
　受付時間は午前９時～午後５時（基金は午後５時
３０分）です。

地区医師会とのとの懇談会ののご案内
場　　所時　間地　　区開催日

中京西部医師会事務所午後２時３０分～中京西部医師会との懇談会２０１１年１１月２８日㈪

伏見医師会館午後２時～伏見医師会との懇談会１２月１２日㈪

乙訓医師会会議室午後２時～乙訓医師会との懇談会１２月１９日㈪

 第10回文化講座～歴史編～ 

11 月6日（日）午後２時～４時
京都府保険医協会会議室場  所

日  時

笠谷　和比古 氏（国際日本文化研究センター教授）
無料

40人（申込先着順）※事前予約要

講  師

参加費

定  員

　本講座では、過酷な運命に翻弄されつつも、時代を切り開き、
表舞台に立った「江」の生きざまにスポットを当てます。

お申し込みは、協会まで。（総務部会　☎075-212-8877）

「戦国に生きた女性

　　　『　　　　　』を巡って」
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お申し込みは、協会まで。（政策部会　☎075-212-8877）

日　時　11月17日（木） 午後２時～４時
場　所　京都府保険医協会会議室　ルームA
参加費　無料（要事前申込）
内　容　①新規個別指導対策、②医療法立入検査対策
※新規開業後の医療機関の方を主に対象にしていますが、それ以外の方
でも、ご興味のある方は、ぜひどうぞ。

「保険診療講習会B」

お申し込みは、協会まで。（保険部会　☎075-212-8877）

日　時　11月12日（土） 午後３時～
場　所　登録会館大ホール（京都市中京区烏丸通御池上ル二条殿町546-2）
講　師　京都府保険医協会理事　飯田　哲夫
参加費　無料（要事前申込）

「原発を知る・被曝を知る」

の

　度重なるマイナス改定や患者負担増で、開業してからも黒字
化するまでの期間が以前より長くなっています。この状況下で
開業を考えておられる先生方を対象に、新規開業の際に知って
おくべき内容や、１日でも早く医院経営を軌道に乗せるための
準備について講習会を開催します。講師は新規開業を数多く手
がけている廣井税理士です。

日　時　11月12日（土） 午後２時～５時
場　所　京都府保険医協会　会議室
内　容　①先輩開業医からのアドバイス
　　　　　草田眼科医院院長　草田 英嗣 氏
　　　　②成功する医院の開業戦略
　　　　　廣井増生税理士事務所所長　廣井 増生 氏
　　　　③地区医師会への入会手続き、保険医協会の共済制度
　　　　　について
参加費　会員無料、非会員２,０００円
定　員　３０人、要申込　　　共　催　有限会社アミス

開業に必要な情報が盛りだくさんの講習会です!!

環境対策
学習会
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 第22回 環境ハイキング 

錦秋の西山山腹古刹と
外環工事の始まった西山山麓を巡る
11 月23日（水・祝）午前 9 時～
※当日の降水確率６０％以上の場合は中止

午前９時・阪急東向日駅西改札前集　合

日  時

京都府保険医協会
京都府歯科保険医協会

無料・交通費自弁（昼食・飲物・雨
具などは各自ご用意ください）
※阪急東向日駅から金蔵寺までのタクシー
代は負担いただく必要はございません。

阪急東向日駅＝タクシー分乗＝金蔵寺－逢
坂峠－杉谷－善峰寺－三鈷寺－灰谷－石作
－正法寺－大原野神社－九社神社－沓掛

行  程
お申込み

参加費

日　時　12月17日（土） 午後２時～５時
場　所　京都アスニー第８研修室（京都市中京区丸太町通七本松西入ル）
参加費　無料（要事前申込）
内　容　１．基調講演　岡﨑　祐司 氏（佛教大学教授）

２．私たちが地域包括ケアシステムに求めるもの、その具体的姿
　 ◆認知症介護家族の立場から　　　　　　　　　　◆在宅医療を担う医師の立場から
　 ◆高齢者の「住まい」と施設ケアについて　　　　◆地域包括支援センターから
　 ◆地方自治体の医療・福祉行政の在り方について

お申し込みは、協会まで。（政策部会　☎075-212-8877）

住民のくらしを包括的にささえる
ケア体制をめざして―その視点と方法

シンポ
ジウム

（仮称）

医院・診療所での
接遇マナー研修会

日　時　11月26日（土） 午後３時～５時
場　所　みやづ歴史の館

（宮津市鶴賀2164　緯0772-20-3390）

内　容　仕事の進め方・仕事の管理の基本・個人の
目標と組織の目標との調和、患者さんとの
コミュニケーションの取り方についてな
ど、ゲーム形式を取り入れて体験しながら
楽しく学びます。

講　師　茂木 治子 氏（元日本航空客室乗務員）

※大変ご好評をいただいている研修会です。今回
は北部会場で開催いたします。お申し込みは協
会事務局までお願いします。また、申込み後に
キャンセルする場合もご連絡をお願いします。

定　員　６０人　　協　賛　有限会社アミス

中級コースin宮津
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